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(57)【要約】
【課題】改良された加熱装置を提供する。
【解決手段】負荷が固体加熱システムの加熱用空洞内に
載置されると、処理部は、パラメータ値の組み合わせの
構成要素となる励磁信号周波数及び１つ又は複数の位相
シフトを示す制御信号を生成する。マイクロ波生成モジ
ュールが、周波数及び位相シフトによって特徴付けられ
るＲＦ励磁信号を生成する。マイクロ波エネルギー放射
器が、マイクロ波生成モジュールから受信したＲＦ励磁
信号に対応する電磁エネルギーを加熱用空洞に放射する
。処理部が、電力検出回路が取得した反射ＲＦ電力測定
値に基づいて反射電力示度を決定する。このプロセスは
、パラメータ値の異なる組み合わせに対して繰り返され
、パラメータ値の許容可能な組み合わせが決定されて、
加熱システムのメモリに記憶される。異なる負荷特性を
有する他の負荷に対して、同様に、パラメータ値の許容
可能な組み合わせを決定し記憶することができる。
【選択図】　図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
負荷を収容するように構成された空洞を含む固体加熱装置において無線周波数（ＲＦ）励
磁信号パラメータを確立する方法であって、
　複数のＲＦ励磁信号パラメータをパラメータ値の組み合わせに設定すること、ここで、
前記複数のＲＦ励磁信号パラメータは、少なくとも１つの励磁信号周波数及び少なくとも
１つの位相シフトを含み、
　加熱装置によって、前記空洞に近接した複数のマイクロ波エネルギー放射器に複数のＲ
Ｆ励磁信号を供給すること、ここで、前記複数のＲＦ励磁信号は、パラメータ値の前記組
み合わせに従って規定される信号特性を有し、
　前記複数のＲＦ励磁信号が供給されている間に、システムの少なくとも１つの電力検出
回路によって、反射ＲＦ電力を測定すること、
　測定された反射ＲＦ電力に基づいて、反射電力示度を決定すること、
　パラメータ値の前記組み合わせに対応する記憶された反射電力示度を生成するために、
前記反射電力示度を記憶すること、
　複数の記憶された反射電力示度を生成するために、パラメータ値の複数の異なる組み合
わせについて、設定するプロセス、供給するプロセス、測定するプロセス、決定するプロ
セス、及び記憶するプロセスを複数回繰り返すこと、ここで、前記複数の記憶された反射
電力示度の各々は、ＲＦ信号パラメータ値の異なる組み合わせに対応し、
　前記複数の記憶された反射電力示度に基づいて、ＲＦ信号パラメータ値の許容可能な組
み合わせを特定すること、
　前記加熱装置のメモリに、ＲＦ信号パラメータ値の前記許容可能な組み合わせを記憶す
ること、を含む方法。
【請求項２】
前記システムは、Ｎ個のＲＦ励磁信号のうちの１つを生成するようにそれぞれ構成された
Ｎ個のマイクロ波生成モジュールと、Ｎ本の伝送線のうちの１つを介して前記Ｎ個のマイ
クロ波生成モジュールのうちの１つの出力部にそれぞれ結合されたＮ個のマイクロ波エネ
ルギー放射器と、複数の電力検出回路とを含み、Ｎは１より大きな整数であり、
　前記反射ＲＦ電力を測定することは、前記複数の電力検出回路の各々が前記Ｎ本の伝送
線のうちの１つに沿って反射電力を測定することを含み、その結果複数の反射電力測定値
が得られ、
　前記反射電力示度を決定することは、前記複数の反射電力測定値に数学的関数を適用す
ることにより、前記反射電力示度を決定することを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
前記反射電力示度を決定することは、反射電力測定値、複数の反射電力測定値の平均値、
反射損失測定値、及び複数の反射損失測定値の平均値から選択される値を決定することを
含む、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
前記設定するプロセスの第１の反復について、前記複数のＲＦ励磁信号パラメータを設定
することは、前記複数のＲＦ励磁信号パラメータの全てをデフォルト値に設定することを
含み、
繰り返すプロセスは、
　複数のパラメータ値が試験されるべき前記複数のＲＦ励磁信号パラメータのうちの１つ
を選択すること、
　前記複数のＲＦ励磁信号パラメータのうちの選択されていないパラメータが前記デフォ
ルト値に設定されている間に、前記複数のＲＦ励磁信号パラメータのうちの選択された１
つを異なる値に繰り返し設定し、前記供給するプロセス、前記測定するプロセス、前記決
定するプロセス、及び前記記憶するプロセスを実施すること、
　許容可能なＲＦ反射電力に対応する、前記複数のＲＦ励磁信号パラメータのうちの選択
された１つに対する許容可能な値を決定すること、
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　前記複数のＲＦ励磁信号パラメータのうちの選択された１つを前記許容可能な値に再設
定すること、
　前記ＲＦ励磁信号パラメータの全てが選択され試験されるまで、前記選択するプロセス
、前記繰り返し設定するプロセス、及び再設定するプロセスを繰り返すこと、
を含む、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
前記設定するプロセスの第１の反復について、前記複数のＲＦ励磁信号パラメータを設定
することは、前記複数のＲＦ励磁信号パラメータの全てをデフォルト値に設定することを
含み、
繰り返すプロセスは、
　複数のパラメータ値が試験されるべき前記複数のＲＦ励磁信号パラメータのうちの１つ
を選択すること、
　前記複数のＲＦ励磁信号パラメータのうちの選択されていないパラメータが前記デフォ
ルト値に設定されている間に、前記複数のＲＦ励磁信号パラメータのうちの選択された１
つを異なる値に繰り返し設定し、前記供給するプロセス、前記測定するプロセス、前記決
定するプロセス、及び前記記憶するプロセスを実施すること、
　前記複数のＲＦ励磁信号パラメータのうちの選択された１つをデフォルト値に再設定す
ること、
　前記ＲＦ励磁信号パラメータの全てが選択され試験されるまで、前記選択するプロセス
、繰り返し設定するプロセス、及び再設定するプロセスを繰り返すこと、
を含む、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記設定するプロセスの第１の反復の前に、パラメータ値の可能な組み合わせからパラ
メータ値の複数の組み合わせを特定すること、
　パラメータ値の前記複数の組み合わせのうちの１つを選択すること、
を更に含み、
前記設定するプロセスの第１の反復について、前記複数のＲＦ励磁信号パラメータを設定
することは、前記複数のＲＦ励磁信号パラメータを、パラメータ値の前記複数の組み合わ
せのうちの選択された１つで規定される値に設定することを含み、
繰り返すプロセスは、
　前記複数のＲＦ励磁信号パラメータがパラメータ値の前記複数の組み合わせの前記異な
る１つで規定される前記値に設定されている間に、前記複数のＲＦ励磁信号パラメータを
パラメータ値の前記複数の組み合わせのうちの異なる１つで規定される値に繰り返し設定
し、前記供給するプロセス、前記測定するプロセス、前記決定するプロセス、及び前記記
憶するプロセスを実施することを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項７】
前記複数の組み合わせを特定することは、パラメータ値の可能な組み合わせを何割合か含
むように、前記複数の組み合わせを特定することを含む、請求項６に記載の方法。
【請求項８】
前記複数の組み合わせを特定することは、パラメータ値の可能な組み合わせから、ランダ
ムに又は疑似ランダムに選択される多数の組み合わせを含むように、前記複数の組み合わ
せを特定することを含む、請求項６に記載の方法。
【請求項９】
伝送経路に沿って複数の順方向電力の測定値も取得することを更に含み、
前記反射電力示度を決定することは、前記反射ＲＦ電力の測定値及び前記順方向電力の測
定値に基づいて前記反射電力示度を決定することを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項１０】
前記許容可能な組み合わせを特定することは、
　最小の反射電力若しくは反射損失を示すか、又は所定の閾値未満である反射電力若しく
は反射損失を示す、前記複数の記憶された反射電力示度のうちのいずれか１つに対応する
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ＲＦ信号パラメータ値の組み合わせとして、前記許容可能な組み合わせを特定することを
含む、請求項１に記載の方法。
【請求項１１】
前記許容可能な組み合わせを特定することは、
　複数の追加の反射電力示度を生成するために、パラメータ値の複数の近似した組み合わ
せに対して、前記設定するプロセス、前記供給するプロセス、前記測定するプロセス、及
び前記決定するプロセスを繰り返すこと、
　前記許容可能な組み合わせを、より低い追加の反射電力示度に対応する、前記近似した
組み合わせのうちの選択された１つに変更すること、
を更に含む、請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
前記負荷の特性を決定することを更に含み、
　ＲＦ信号パラメータ値の前記組み合わせを記憶することは、前記組み合わせを前記負荷
の前記特性と相互に関連付ける表に前記組み合わせを記憶することを含む、請求項１に記
載の方法。
【請求項１３】
複数の異なる特性を有する複数の負荷に対して、前記設定するプロセス、前記供給するプ
ロセス、前記測定するプロセス、前記決定するプロセス、前記記憶するプロセス、前記繰
り返すプロセス、前記特定するプロセス、及び前記記憶するプロセスを繰り返すことを更
に含む、請求項１２に記載の方法。
【請求項１４】
負荷を収容するように構成された空洞を含む固体加熱システムであって、
　励磁信号周波数を示す１つ又は複数の第１の制御信号を生成し、かつ、１つ又は複数の
位相シフトを示す１つ又は複数の第２の制御信号を生成するように構成される処理部であ
って、前記励磁信号周波数及び前記１つ又は複数の位相シフトは、パラメータ値の組み合
わせの構成要素となる、前記処理部と、
　前記第１の制御信号のうちの１つを受信し、かつ、前記励磁信号周波数によって特徴付
けられる第１のＲＦ励磁信号を生成するように、それぞれ構成される少なくとも１つの無
線周波数（ＲＦ）信号発生器と、
　前記第２の制御信号のうちの１つを受信し、かつ、前記第１のＲＦ励磁信号を受信し、
かつ、複数の第２のＲＦ励磁信号のうちの１つを生成するようにそれぞれ構成される、複
数のマイクロ波生成モジュールであって、前記第２のＲＦ励磁信号の各々は、前記第２の
制御信号のうちの受信した１つにおいて示される位相シフトが存在する場合にはこの位相
シフトと、受信した第１のＲＦ励磁信号の前記励磁信号周波数とによって特徴付けられる
、前記複数のマイクロ波生成モジュールと、
　複数のマイクロ波エネルギー放射器であって、各マイクロ波エネルギー放射器は、前記
マイクロ波生成モジュールのうちの１つの出力部にそれぞれ結合され、かつ前記第２のＲ
Ｆ励磁信号のうちの１つを受信するとともに、これに応答して、前記第２のＲＦ励磁信号
の受信した１つに対応する電磁エネルギーを前記空洞に放射するよう構成される、前記複
数のマイクロ波エネルギー放射器と、
　前記複数のマイクロ波生成モジュールを前記複数のマイクロ波エネルギー放射器に電気
的に結合する複数の伝送経路と、
　前記第２のＲＦ励磁信号が前記複数のマイクロ波エネルギー放射器に供給されている間
に、前記複数の伝送経路のうちの１つの伝送経路に沿って、反射ＲＦ電力測定値を取得す
るようにそれぞれ構成される１つ又は複数の電力検出回路と
を備え、
　前記処理部は、
　前記反射ＲＦ電力測定値に基づいて、反射電力示度を決定し、
　パラメータ値の前記組み合わせに対応する記憶された反射電力示度を生成するために、
前記反射電力示度を記憶し、
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　複数の記憶された反射電力示度を生成するために、パラメータ値の複数の異なる組み合
わせに対して、前記第１及び前記第２の制御信号を供給することを複数回繰り返し、ここ
で、前記複数の記憶された反射電力示度の各々は、前記パラメータ値の異なる組み合わせ
に対応し、
　前記複数の記憶された反射電力示度に基づいて、パラメータ値の許容可能な組み合わせ
を特定し、
　加熱装置のメモリに、パラメータ値の前記許容可能な組み合わせを記憶するように、更
に構成される、固体加熱システム。
【請求項１５】
前記固体加熱システムは、Ｎ個の第１のＲＦ励磁信号のうちの１つを受信し、かつＮ個の
第２のＲＦ励磁信号のうちの１つを生成するようにそれぞれ構成されたＮ個のマイクロ波
生成モジュールと、前記Ｎ個のマイクロ波生成モジュールのうちの１つの出力部にそれぞ
れ結合されたＮ個のマイクロ波エネルギー放射器と、を含み、
　ＲＦ励磁信号パラメータの前記組み合わせは、少なくとも１つの位相シフトを含み、
　前記複数のマイクロ波生成モジュールは、前記Ｎ個の第２のＲＦ励磁信号を前記Ｎ個の
マイクロ波エネルギー放射器に供給する前に、前記第２の制御信号中に示される前記位相
シフトが存在する場合にはその位相シフトを前記Ｎ個の第１のＲＦ励磁信号に印加するこ
とにより、前記複数の第２のＲＦ励磁信号を生成する、請求項１４に記載の固体加熱シス
テム。
【請求項１６】
前記固体加熱システムは、１個のＲＦ信号発生器と、前記ＲＦ信号発生器のＮ個の出力部
のうちの１つに結合された入力部をそれぞれ有し、かつＮ個の第２のＲＦ励磁信号のうち
の１つを生成するようにそれぞれ構成されたＮ個のマイクロ波生成モジュールと、前記Ｎ
個のマイクロ波生成モジュールのうちの１つの出力部にそれぞれ結合されたＮ個のマイク
ロ波エネルギー放射器とを含み、
　ＲＦ励磁信号パラメータの前記組み合わせは、１つの励磁信号周波数及び少なくとも１
つの位相シフトを含み、
　前記複数のマイクロ波生成モジュールは、前記Ｎ個の第２のＲＦ励磁信号を前記Ｎ個の
マイクロ波エネルギー放射器に供給する前に、前記第２の制御信号中に示される前記位相
シフトが存在する場合にはその位相シフトを前記Ｎ個の第１のＲＦ励磁信号に印加するこ
とにより、前記複数の第２のＲＦ励磁信号を生成する、請求項１４に記載の固体加熱シス
テム。
【請求項１７】
前記固体加熱システムは、Ｎ個の第２のＲＦ励磁信号のうちの１つを生成するようにそれ
ぞれ構成されたＮ個のマイクロ波生成モジュールと、Ｎ本の伝送線のうちの１つを介して
前記Ｎ個のマイクロ波生成モジュールのうちの１つの出力部にそれぞれ結合されたＮ個の
マイクロ波エネルギー放射器と、複数の電力検出回路と、を含み、Ｎは１より大きな整数
であり、
　前記複数の電力検出回路の各々は、反射電力測定値を生成するように構成され、
　前記処理部は、前記複数の電力検出回路の各々から受信された前記複数の反射電力測定
値に数学的関数を適用することにより、前記反射電力示度を決定するように構成される、
請求項１４に記載の固体加熱システム。
【請求項１８】
前記１つ又は複数の電力検出回路は、前記伝送経路に沿って複数の順方向電力測定値を取
得するようにも構成され、
　前記処理部は、前記反射ＲＦ電力測定値及び前記順方向電力測定値に基づいて前記反射
電力示度を決定するように構成される、請求項１４に記載の固体加熱システム。
【請求項１９】
前記処理部は、
　前記負荷の特性を決定し、
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　前記組み合わせを前記負荷の前記特性と相互に関連付ける前記メモリ内の表に前記組み
合わせを記憶することにより、ＲＦ信号パラメータ値の前記組み合わせを記憶するように
更に構成される、請求項１４に記載の固体加熱システム。
【請求項２０】
前記処理部は、
　複数の異なる特性を有する複数の負荷に対して、前記決定するプロセス、前記記憶する
プロセス、前記繰り返すプロセス、前記特定するプロセス、及び前記記憶するプロセスを
繰り返すように更に構成される、請求項１９に記載の固体加熱システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本明細書に記載する主題の実施形態は、一般的に、無線周波数（ＲＦ）エネルギーを使
用して負荷を加熱するための装置及び方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　長年の間、電子レンジでは、食品、飲料、又は他の物品を加熱する目的でマイクロ波エ
ネルギーを生成するために、マグネトロンが一般的に使用されてきた。マグネトロンは、
縁の周りに離間した複数の円筒形の空洞を有する円形のチャンバと、チャンバの中心に組
み込まれたカソードと、磁界を生成するように構成された磁石と、から基本的に構成され
る。マイクロ波システムに組み込まれるときには、カソードは、カソードに高圧電位を供
給するように構成される直流（ＤＣ）電源に結合される。磁場及び円筒形の空洞が、空洞
内の電子に、共振高周波無線周波数（ＲＦ）場を空洞内に誘発させ、プローブを介して空
洞からこの場の一部を抽出することができる。プローブに結合された導波路が、ＲＦエネ
ルギーを負荷に導く。例えば、電子レンジでは、負荷は加熱用空洞であることがあり、加
熱用空洞のインピーダンスはその内部の物体によって影響されることがある。
【０００３】
　マグネトロンは、マイクロ波及び他の用途では良好に機能しているが、欠点が無いわけ
ではない。例えば、マグネトロンは典型的に、動作するのに非常に高い電圧を必要とする
。更に、マグネトロンは、動作期間が長期に渡ると、出力電力の低下を招きやすいことが
ある。従って、マグネトロンが含まれているシステムの性能は、時間の経過と共に低下す
ることがある。更には、マグネトロンは、振動に敏感で、かさばり、重い部品になりがち
であり、従って、携帯用途での使用が望ましくない。
【０００４】
　より最近では、加熱用空洞内に放射されるＲＦ信号を生成するために固体ハードウェア
を使用するマイクロ波加熱装置が提案されている。固体マイクロ波加熱装置によって必要
とされる電力は、マグネトロンベースのシステムによって必要とされる電力よりも非常に
小さくて済むことがある。加えて、固体マイクロ波加熱装置の性能は、時間の経過と共に
低下しない。更に、固体ハードウェアの実装は、調理動作全体に渡ってＲＦ信号特性を変
化させることを可能にする。従って、開発者は、調理動作の品質を改善することができる
ＲＦ信号の制御の方法及び装置を模索している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】米国特許第８７５９７２９号明細書
【特許文献２】米国特許第４２６８８２８号明細書
【非特許文献】
【０００６】
【非特許文献１】ヤング　ワイ他（Yang, Y. et al.）著、「ＲＦ　ＮＥＭＳシリーズス
イッチを用いた６００ＧＨｚ　３ビット遅延線位相シフタの設計（Design of 600 GHz 3-
bit delay-line phase shifter using RF NEMS series switches）」、アンテナ・伝搬研
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究における米国電気電子学会国際シンポジウム（IEEE Int’l. Symp. on Antennas and P
ropagation）、２０１１年６月、３２８７－３２９０頁
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】例示的な実施形態による、外部のコンピュータに結合された固体加熱システムの
斜視図である。
【図２】例示的な実施形態による、固体加熱装置の簡略化されたブロック図である。
【図３】例示的な実施形態による、許容可能な励磁信号パラメータを決定するために固体
加熱装置を動作させる方法の流れ図である。
【図４】別の例示的な実施形態による、許容可能な励磁信号パラメータを決定するために
固体加熱装置を動作させる方法の流れ図である。
【図５】更に別の例示的な実施形態による、許容可能な励磁信号パラメータを決定するた
めに固体加熱装置を動作させる方法の流れ図である。
【図６】一実施形態による、固体加熱動作を実施する方法の流れ図である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　詳細な説明及び特許請求の範囲を参照し、以降の図面と併せて考慮することにより、主
題のより完全な理解が得られる。添付の図面では、同様の参照番号は図面全体を通じて同
様の要素を指す。
【０００９】
　以下の詳細な説明は、本質的に単に例示に過ぎず、主題の実施形態又はそのような実施
形態の応用及び使用を限定することを意図してはいない。本明細書で使用する場合、「例
示的な」及び「例」という語は、「例、実例、又は例示として働く」ことを意味する。例
示又は一例として本明細書で説明される実施例は、必ずしも他の実施例よりも好ましい又
は有利であると解釈されるべきではない。更に、前述の技術分野、背景、又は以降の詳細
な説明において提示される、理論の表現又は示唆により制限することは意図されていない
。
【００１０】
　本明細書に記載する主題の実施形態は、スタンドアローンの器具又は他のシステムに組
み込むことができる固体加熱装置に関し、かつそのような固体加熱装置を様々な負荷特性
を有する負荷に対して特徴付けかつ動作させる方法にも関する。以下でより詳細に説明す
るように、実施形態は、様々な負荷特性を有する負荷上で実施される加熱動作の間に、許
容可能な反射電力及び／又は反射損失を生じる、無線周波数（ＲＦ）励磁信号（即ち、加
熱用空洞に放射されるＲＦ信号）のためのパラメータを決定する方法を含む。加えて、実
施形態は、決定されたＲＦ励磁信号パラメータに従ってＲＦ励磁信号を生成するように構
成された固体加熱装置を含む。
【００１１】
　一般的に、「加熱」という語は、負荷（例えば、食品負荷又は他の種類の負荷）の温度
をより高い温度に上昇させることを意味する。本明細書で使用する場合、「加熱」という
用語は、より広義には、負荷にＲＦ電力を供給することによって負荷の温度又は熱エネル
ギーを増加させるプロセスを意味する。従って、様々な実施形態において、「加熱動作」
は、負荷の温度を初期温度よりも高い任意の最終温度に上昇させるために、任意の初期温
度を有する負荷にＲＦエネルギーを供給することとして定義することができる。よって、
本明細書に記載する「加熱動作」及び「固体加熱システム又は装置」は、代わりに「熱上
昇動作」及び「熱上昇システム又は装置」と呼ばれてもよい。
【００１２】
　図１は、例示的な実施形態による、固体加熱システム１００の斜視図である。固体加熱
システム１００は、加熱用空洞１１０、制御パネル１２０、１つ又は複数のマイクロ波エ
ネルギー放射器１３１、１３２、１３３、１３４、１３５、１３６、１つ又は複数のＲＦ
信号源（例えば、図２のＲＦ信号発生器２４０）、１つ又は複数の電力検出回路（例えば
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、図２の電力検出回路２６０～２６２）、及び処理部（例えば、図２の処理部２８０）を
含む。加熱用空洞１１０は、上部、底部、側部、及び背面部の空洞壁１１１、１１２、１
１３、１１４、１１５の内側表面、並びにドア１１６の内側表面によって画定される。ド
ア１１６が閉じられると、加熱用空洞１１０は密閉された空気空洞を画定する。本明細書
で使用する場合、「空気空洞」という用語は、空気又は他の気体を収容する密閉領域（例
えば、加熱用空洞１１０）を意味することがある。
【００１３】
　一実施形態によると、マイクロ波エネルギー放射器１３１～１３６の各々は、チャンバ
壁１１１～１１５又はドア１１６に近接して配置される。更に、マイクロ波エネルギー放
射器１３１～１３６の各々は、マイクロ波発電モジュール（例えば、図２のモジュール２
５０～２５２）からマイクロ波信号を受信する。後程より詳細に説明するように、各マイ
クロ波信号は、励磁信号周波数及び位相シフトによって特徴付けられ、マイクロ波エネル
ギー放射器１３１～１３６は、受信したマイクロ波信号を加熱用空洞１１０に放射する。
【００１４】
　一実施形態では、外部コンピュータ１８０は、システム１００の動作の様々な態様を制
御するために、かつ、検知された若しくは測定された変数及び／又は他の情報を示すシス
テム１００からの情報を受信するために、固体加熱システム１００に通信可能に結合され
ることがある。例えば、そのような設定は、システム１００を消費者に対して利用可能に
する前にシステム１００を設定するために、実験室又は工場の設定で実施されることがあ
る。そのような実施形態では、外部コンピュータ１８０の処理部（図示せず）は、概念的
には、固体加熱システム１００の処理部（例えば、図２の処理部２８０）の一部であると
みなすことができる。
【００１５】
　後程より詳細に説明するように、システム設定プロセスは、複数の異なる負荷条件（即
ち、加熱用空洞１１０内部に置かれた負荷の特性）を考慮して、システム１００のマイク
ロ波発電モジュールがマイクロ波エネルギー放射器１３１～１３６に供給するＲＦ信号の
所望される位相、周波数、及び／又は他の特性を決定することを含むことがある。より具
体的には、様々な負荷の種類、状態、及び重量の各々について、外部コンピュータ１８０
は、システム１００を制御して複数の異なる位相及び／又は周波数特性を有するＲＦ信号
を生成すること、システム１００から反射電力及び／又は反射損失を示す信号を受信する
こと、および特定の負荷の特性を考慮して、許容可能な又は最良の反射電力又は反射損失
を生じる励磁信号パラメータ（例えば、位相及び／又は周波数の組み合わせ）を決定する
ことがある。例えば、そのような決定は、外部コンピュータ１８０内部の処理部（図示せ
ず）によって行われることがある。一旦決定されると、外部コンピュータ１８０は、シス
テム１００に励磁信号パラメータ情報を（例えば、図２のメモリ２８８に）記憶させるこ
とができ、この励磁信号パラメータ情報は、負荷の種類、状態、及び重量と相関付けられ
ており、後に続く加熱動作の間にシステム１００によってアクセスされることができる。
そのような後に続く加熱動作の間に負荷の特性についての情報が与えられると、これによ
り、システム１００が後に、許容可能な反射電力及び／又は反射損失を再度もたらし得る
ＲＦ信号を生成することが可能になる。他の実施形態では、外部コンピュータ１８０の機
能は、システム１００内部に完全に内蔵されることがある。加えて、実施形態によっては
、システム１００は上述した制御、監視、及び評価のプロセスを、これらのプロセスをシ
ステム設定活動として実施するのではなく、又はシステム設定活動として実施するのに加
えて実施して、（例えば、システム１００が最終消費者に提供された後を含めて）各加熱
動作の間に許容可能な反射電力及び／又は反射損失を決定することがある。
【００１６】
　固体加熱システム１００の動作の間、ユーザ（図示せず）は加熱用空洞１１０内に負荷
（例えば、食品、液体、及び／又は他の種類の負荷）を置くことができ、かつ任意選択的
に、制御パネル１２０又は外部コンピュータ１８０を介して、負荷の特性を指定する入力
を提供することができる。例えば、指定される特性には、負荷のおよその重量が含まれる
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ことがある。加えて、指定される負荷の特性は、負荷を形成する材料（例えば、骨付きの
又は骨なしの肉、パン、液体、等）を示すことがある。更に、指定される特性は、負荷の
状態（例えば、冷凍済又は解凍済、およその温度、液体か固体か、等）を示すことがある
。代替の実施形態では、負荷特性は、負荷のパッケージ上のバーコードをスキャンしその
バーコードに対応する負荷情報を引き出すことによって、負荷上の又は負荷に埋め込まれ
たＲＦＩＤタグからＲＦＩＤ信号を受信しそのＲＦＩＤに対応する負荷情報を引き出すこ
とによって、（例えば、図２の重量センサ２９０から）負荷重量の示度を受信することに
よって、かつ／又は、（例えば、図２の温度及び／又は赤外線（ＩＲ）センサ２９０を使
用して）負荷のおよその温度を測定することによって、などの他の方法で取得されること
がある。どの方法でも、後でより詳細に説明するように、そのような負荷特性に関する情
報により、処理部（例えば、図２の処理部２８０）又は外部コンピュータ１８０は、加熱
動作の間に許容可能な反射電力及び／又は反射損失を達成するために、マイクロ波エネル
ギー放射器１３１～１３６に供給されるＲＦ励磁信号に対する周波数及び／又は位相の設
定にアクセスすること又は設定を容易に決定することが可能になる。或いは、加熱動作の
開始前には負荷特性を入力または受信しないことがある。
【００１７】
　負荷を加熱用空洞１１０内に置いた後で、特徴付け及び／又は加熱動作を開始するため
に、ユーザは制御パネル１２０又は外部コンピュータ１８０を介して、「開始」入力を提
供することができる。これに応答して、システム１００内部のコントローラ（例えば、図
２の処理部２８０）又は外部コンピュータ１８０内部の処理部が、マイクロ波発電モジュ
ール（例えば、図２のモジュール２５０～２５２）の各々に、複数のマイクロ波エネルギ
ー放射器１３１～１３６の各々に向けて所与の周波数及び位相のＲＦ信号を供給させる。
マイクロ波エネルギー放射器１３１～１３６は、応答して、加熱用空洞１１０に電磁エネ
ルギーを放射する。
【００１８】
　ＲＦエネルギーが負荷に供給されているとき、システム１００は反射電力及び／又は反
射損失を測定し、その情報をシステム１００内部の処理部及び／又は外部コンピュータ１
８０に提供する。より具体的には、１つ又は複数の電力検出回路（例えば、図２の電力検
出回路２６０～２６２）が、マイクロ波発電モジュールと各マイクロ波エネルギー放射器
１３１～１３６との間の伝送経路の一部又は全部に沿って、反射電力（及び場合によって
は順方向電力）を連続的に又は周期的に測定する。このとき、システム１００は、マイク
ロ波エネルギー放射器に供給されるＲＦ信号の一部又は全部の励磁信号パラメータ（例え
ば、周波数及び／又は位相シフト）を繰り返し変更することがあり、かつ複数の反射電力
及び／又は反射損失の測定値を決定し記憶することがある。これらの反射電力及び／又は
反射損失の測定値は、システム１００及び／又は外部コンピュータ１８０の内部に記憶さ
れることがある。次いで、システム１００又は外部コンピュータ１８０は、最適な（例え
ば、最良の）及び／又は許容可能な（例えば、閾値未満の）反射電力及び／又は反射損失
をもたらす励磁信号パラメータの組み合わせ（例えば、周波数及び／又は位相シフトの組
み合わせ）を決定することがある。次いで、最適な及び／又は許容可能な励磁信号パラメ
ータの組み合わせを示す情報は、同じ又は類似の負荷条件での後に続く加熱動作の間で使
用するために、システム１００内部に記憶されることがある。
【００１９】
　加熱動作の間、負荷に供給される電磁エネルギーは、負荷の熱エネルギーを増加させる
（即ち、電磁エネルギーが負荷を暖める）。従って、負荷の状態（例えば、負荷のインピ
ーダンス）は、負荷の熱エネルギーが増加するにつれて変化する。インピーダンスの変化
は、ＲＦエネルギーの負荷への吸収率を変化させ、従って、反射電力の大きさを変化させ
る。一実施形態によると、上述の反復プロセスは、加熱プロセスにおいて様々な間隔で、
又は類似の負荷に対して異なる温度で、繰り返されることがある。例えば、所与の負荷の
種類及び重量について、様々な負荷の状態ごとに複数の許容可能な励磁パラメータの組み
合わせが決定されて、システム１００内に記憶されることがある。本明細書で使用する場
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合、「負荷の種類」は、負荷を形成する材料（例えば、骨付き牛肉、骨なし鶏肉、パン、
だし汁、ピザ、バター、包装済みの食事、等）、負荷の形状又は加工状態（例えば、未加
工、さいの目に刻まれた、千切りにされた、等）、及び負荷の単位の量（例えば、３巻、
４個の鶏もも肉、２個の包装済の冷凍食事、等）などの１つ若しくは複数の材料及び／又
は物理的特性を、他の材料及び／又は物理的特性に加えて、含むことがある。負荷の重量
は、既知の固体及び液体の度量法（例えば、オンス、ポンド、液体オンス、等）の点から
規定されることがある。「負荷の状態」は、負荷の温度、物質の状態などの、負荷の変動
する特性を示すことがある。
【００２０】
　図示されるように、図１の固体加熱システム１００は、スタンドアローンの、調理台タ
イプの器具として具現化される。或いは、固体加熱システムの構成要素は、他の種類のシ
ステム又は器具に組み込まれてもよい。例えば、固体加熱システム１００の構成要素及び
機能は、冷蔵庫／冷凍機、オーブン、携帯装置、等の、別の種類の器具に組み込まれるこ
とがある。当業者であれば、本明細書の記載に基づいて、図１に図示された構成以外の構
成を有するシステム又は器具に、固体加熱システムの実施形態を組み込むことができるこ
とを理解するであろう。従って、特定の種類の器具における固体加熱システムの上述の実
施態様は、本発明の主題の用途を、図示され説明された種類のシステムのみに限定するこ
とを意味するものではない。
【００２１】
　更に、固体加熱システム１００は、その構成要素が互いに対して特定の相対的な向きに
あるように示されているが、当然ながら、様々な構成要素は、同様に異なる向きに配置さ
れてもよい。加えて、様々な構成要素の物理的構成が異なっていてもよい。例えば、制御
パネル１２０は、より多くの、より少ない、又は異なるユーザインターフェース要素を有
することがあり、かつ／又は、ユーザインターフェース要素は異なって配置されることが
ある。加えて、図１では実質的に立方体の加熱用空洞１１０が図示されているが、他の実
施形態では、加熱用空洞は異なる形状（例えば、円筒形、等）を有することがあることは
、言うまでもない。更に、固体加熱システム１００は、図１には具体的に示されていない
追加の構成要素（例えば、ファン、静止プレート又は回転プレート、トレイ、電気コード
、等）を含むことがある。
【００２２】
　図２は、例示的な実施形態による、固体加熱システム２００（例えば、図１の固体加熱
システム１００）の簡略化されたブロック図である。一実施形態では、固体加熱システム
２００は、加熱用空洞２１０、ユーザインターフェース２２０、Ｎ個のマイクロ波エネル
ギー放射器２３０～２３２（例えば、Ｎは２～１０以上の任意の整数であり得る）、ＲＦ
信号発生器２４０、Ｎ個のマイクロ波生成モジュール２５０～２５２、Ｎ個の電力検出回
路２６０～２６２、処理部２８０、電源及びバイアス回路２８６、及びメモリ２８８を含
む。加えて、実施形態によっては、固体加熱システム２００は、温度センサ、赤外線（Ｉ
Ｒ）センサ、及び／又は重量センサ２９０を含むことがあるが、これらのセンサ部品のう
ちの一部又は全部は、除外されることがある。図２は、説明の目的のため及び説明を容易
にするために固体加熱システム２００を簡略化した表現であり、実際の実施形態は、他の
機器及び部品を含んで追加の機能及び特徴を提供することがあり、かつ／又は、固体加熱
システム２００は、より大きな電気システムの一部であることがあることを、理解された
い。
【００２３】
　加熱されるべき負荷２１２を収容するように構成される加熱用空洞２１０（例えば、図
１の空洞１１０）は、底部、上部、及び側部の壁の内側表面によって画定される。一実施
形態によると、空洞２１０は、（例えば、図１のドア１１６を用いて）密閉されて、加熱
動作の間に空洞２１０に導入される電磁エネルギーを収容することがある。システム２０
０は、加熱動作の間に密閉が維持されていることを確実にする、１つ又は複数のインター
ロック機構を含むことがある。１つ又は複数のインターロック機構が、密閉が維持されて
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いないことを示した場合、処理部２８０は加熱動作を停止させることがある。
【００２４】
　加熱用空洞２１０及び加熱用空洞２１０内に配置された任意の負荷２１２（例えば、食
品、液体、等）は、Ｎ個のマイクロ波エネルギー放射器２３０～２３２によって空洞２１
０に放射される電磁エネルギー（又はＲＦ電力）に対する、累積負荷を示す。より具体的
には、空洞２１０及び負荷２１２は、本明細書で「空洞入力インピーダンス」と呼ばれる
インピーダンスをシステムに提示する。空洞入力インピーダンスは、負荷２１２の温度が
上昇するにつれて、加熱動作の間に変化する。
【００２５】
　ユーザインターフェース２２０は、制御パネル（例えば、図１の制御パネル１２０）を
含むことがあり、これにより例えば、ユーザが、加熱動作用のパラメータ（例えば、加熱
されるべき負荷の特性、加熱動作の持続時間、等）、開始ボタン及びキャンセルボタン、
機械的制御（例えば、ドア／引き出しオープンの掛け金）、等に関する入力をシステムに
提供することが可能になる。加えて、ユーザインターフェース２２０は、加熱動作の状態
を示すユーザが知覚可能な出力（例えば、カウントダウンタイマー、加熱動作の進行又は
完了を示す可視の印、及び／又は加熱動作の完了を示す可聴トーン）及び他の情報を提供
するように構成されることがある。実施形態によっては、システム２００との通信は、デ
ータポート２２２を使用して実施されることがあり、データポート２２２は、外部システ
ム（例えば、図１の外部コンピュータ１８０）とシステム２００（例えば、処理部２８０
）との間でコマンド及び他の情報を伝達するように構成されることがある。
【００２６】
　処理部２８０は、１つ又は複数の汎用又は特殊用途プロセッサ（例えば、マイクロプロ
セッサ、マイクロコントローラ、特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ：Ａｐｐｌｉｃａｔｉ
ｏｎ　Ｓｐｅｃｉｆｉｃ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔ）、等）、揮発性及び
／又は不揮発性メモリ（例えば、ランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）、読出し専用メモリ
（ＲＯＭ）、フラッシュ、様々なレジスタ、等）、１つ又は複数の通信バス、及び他の部
品を含むことがある。一実施形態によると、処理部２８０は、ユーザインターフェース２
２０、データポート２２２（含まれる場合）、ＲＦ信号発生器２４０、マイクロ波発電モ
ジュール２５０～２５２、電力検出回路２６０～２６２、電源及びバイアス回路２８６、
及びセンサ２９０（含まれる場合）に結合される。処理部２８０は、ユーザインターフェ
ース２２０及び／又はポート２２２を介して受け取られた入力を示す信号を受信し、セン
サ２９０（含まれる場合）を介して温度及び／又は重量を示す信号を受信し、かつ接続部
２６３～２６５を介して電力検出回路２６０～２６２から反射電力測定値を受信するよう
に構成される。加えて、実施形態によっては、処理部２８０は、電力検出回路２６０～２
６２から順方向電力測定値を受信することがある。ユーザインターフェース２２０、ポー
ト２２２、及びセンサ２９０から受信された入力信号に基づいて、処理部２８０は、励磁
信号パラメータの組み合わせを決定し、１つ又は複数の決定された励磁信号パラメータを
示す制御信号を、ＲＦ信号発生器２４０及びマイクロ波生成モジュール２５０～２５２に
供給する。本明細書で使用する場合、「励磁信号」とは、任意のマイクロ波発電モジュー
ル２５０～２５２によって、接続部２５６～２５８を介してマイクロ波エネルギー放射器
２３０～２３２に供給されるＲＦ信号である。「励磁信号パラメータ」は、励磁信号の周
波数、励磁信号の別のインスタンスに対する励磁信号の位相シフト、励磁信号の電力レベ
ル、又は励磁信号の別の電気的特性を、これらに限定するものではないが含む、励磁信号
の電気的特性である。
【００２７】
　例えば、励磁信号パラメータは、ＲＦ信号発生器２４０がマイクロ波発電モジュール２
５０～２５２にＲＦ信号を供給すべき周波数又は周波数範囲であることがある。ユーザイ
ンターフェース２２０、ポート２２２、及び／又はセンサ２９０から受信された入力信号
に基づいて周波数又は周波数範囲を決定すると、処理部２８０は、決定された周波数又は
周波数範囲を示す制御信号をＲＦ信号発生器２４０に供給することがある。制御信号の受
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信に応答して、ＲＦ信号発生器２４０は、示された周波数の又は示された周波数範囲内の
励磁信号を生成する。一実施形態によると、ＲＦ信号発生器２４０は、ＩＳＭ（工業的、
科学的、及び医療の）帯域の周波数を有する発振電気信号を生成するように構成されるこ
とがあるが、システムは、同様に他の周波数帯域での動作をサポートするように修正され
ることもできる。例示した実施形態では、単一のＲＦ信号発生器２４０のみが示されてい
る。代替の実施形態では、システム２００は、複数のＲＦ信号発生器（例えば、Ｎ個のＲ
Ｆ信号発生器）を含むことがあり、その各々が処理部２８０から制御信号を受信する。い
ずれにしても、様々な実施形態において、各ＲＦ信号発生器２４０を制御して異なる電力
レベル及び／又は異なる周波数の発振信号を生成することがある。例えば、ＲＦ信号発生
器２４０は、約２．０メガヘルツ（ＭＨｚ）から約２００ＭＨｚの範囲で発振する信号を
生成することがある。望ましい周波数範囲としては、例えば、１３．５６ＭＨｚ（±５パ
ーセント）、２７．１２５ＭＨｚ（±５パーセント）、４０．６８ＭＨｚ（±５パーセン
ト）、及び２．４５ギガヘルツ（ＧＨｚ）（±５パーセント）が挙げられる。１つの特定
の実施形態では、例えば、ＲＦ信号発生器２４０は、約２．４０ＧＨｚ～約２．５０ＧＨ
ｚの範囲で、かつ約１０デジベル（ｄＢ）～約１５ｄＢの範囲の電力レベルで発振する信
号を生成することがある。或いは、発振の周波数及び／又は電力レベルは、上記で与えら
れた範囲又は値よりも小さいことも又は大きいこともある。
【００２８】
　励磁信号周波数に加えて、励磁信号パラメータは、マイクロ波発電モジュール２５０～
２５２によってＲＦ信号発生器２４０から受信された励磁信号に印加されることになる位
相シフトであることがある。一実施形態では、各マイクロ波発電モジュール２５０～２５
２は、増幅器２５５（１つのみが示されている）と直列に結合される可変移相器２５４（
１つのみが示されている）を含む。ユーザインターフェース２２０、ポート２２２、及び
／又はセンサ２９０から受信した入力信号に基づいてマイクロ波生成モジュール２５０～
２５２の各々に対する位相シフトを決定すると、処理部２８０は、接続部２８２～２８４
を介して、マイクロ波発電モジュール２５０～２５２の各々の内部の移相器２５４に制御
信号を供給することがあり、この制御信号は、ＲＦ信号発生器２４０から受信されたＲＦ
信号に移相器２５４によって印加されるべき位相シフトを示す。制御信号の受信に応答し
て、移相器２５４は、ＲＦ信号発生器２４０から受信された励磁信号に、対応する位相シ
フトを印加する。
【００２９】
　図２は、ＲＦ信号発生器２４０に結合された入力部、及び増幅器２５５に結合された出
力部を有する可変移相器２５４を示す（即ち、移相器２５４は、発生器２４０と増幅器２
５５との間に結合されている）。代替の実施形態では、増幅器２５５は、ＲＦ信号発生器
２４０と可変移相器２５４との間に結合されることがある（即ち、増幅器２５５への入力
部が信号発生器２４０に結合されることがあり、増幅器２５５の出力部が移相器２５４へ
の入力部に結合されることがある）。いずれにしても、各マイクロ波発電モジュール２５
０～２５２の入力部はＲＦ信号発生器２４０に結合され、各マイクロ波発電モジュール２
５０～２５２に出力部は、伝送線２５６～２５８を通じてマイクロ波エネルギー放射器２
３０～２３２に結合される。
【００３０】
　図示した直列構成では、可変移相器２５４は、ＲＦ信号発生器２４０からＲＦ信号を受
信するように構成され、かつこの信号に、処理部２８０から接続部２８２～２８４のうち
の１つを介して受信された制御信号に示される位相シフトに対応する位相シフトを印加す
るように構成される。増幅器２５５は、可変移相器２５４から位相シフトされたＲＦ信号
（又は、０度の位相シフトが付与された場合にはシフトされていない信号）を受信し、こ
のＲＦ信号を増幅して、増幅されかつ潜在的に位相シフトされた出力ＲＦ信号を生成する
。各増幅器２５５は、様々な増幅器トポロジーのうちの任意のものを使用して具体化され
ることがある。例えば、各増幅器２５５は、シングルエンド増幅器、ダブルエンド増幅器
、プッシュプル増幅器、ドハティ増幅器、スイッチモード電力増幅器（ＳＭＰＡ）、又は
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別の種類の増幅器の、様々な実施形態を含むことがある。
【００３１】
　各電力増幅器２５５は、単一段又は多段の電力増幅器（例えば、ドライバ増幅段及び最
終増幅段を含む）として具体化されることがある。電力増幅器２５５は、可変移相器２５
４から（又は、直列構成が反転されている場合には、ＲＦ信号発生器２４０から）発振信
号を受信し、この信号を増幅して、電力増幅器２５５の出力部において非常に高い電力信
号を生成するように構成される。例えば、出力信号は、約１００ワットから約４００ワッ
ト以上の範囲の電力レベルを有することがある。
【００３２】
　電力増幅器２５５によって印加される利得は、増幅器２５５の各段に電源及びバイアス
回路２８６によって供給されるゲートバイアス電圧及び／又はドレイン供給電圧を使用し
て制御することができる。より具体的には、電源及びバイアス回路２８６は、処理部２８
０から受信される制御信号に従って、各ＲＦ増幅段にバイアス及び供給電圧を供給するこ
とがある。従って、更なる実施形態によると、処理部２８０は制御信号を電源及びバイア
ス回路２８６に供給することがあり、これにより、回路２８６は、マイクロ波発電モジュ
ール２５０～２５２内部の増幅器２５５に供給されるゲートバイアス電圧及び／又はドレ
インバイアス電圧を調節するようになる。
【００３３】
　一実施形態では、各増幅段は、入力端子（例えば、ゲート又は制御端子）、及び２つの
電流伝送端子（例えば、ソース端子及びドレイン端子）を有する、電界効果トランジスタ
（ＦＥＴ）などの、電力トランジスタとして具体化される。単一段増幅器の場合、インピ
ーダンス整合回路（図示せず）が、単一増幅段の入力部（例えば、ゲート）、及び／又は
、単一増幅段の出力部（例えば、ドレイン端子）に結合されることがある。二段増幅器の
場合、様々な実施形態では、インピーダンス整合回路（図示せず）が、ドライバと最終増
幅段との間のドライバ増幅段の入力部（例えば、ゲート）、及び／又は、最終増幅段の出
力部（例えば、ドレイン端子）に結合されることがある。一実施形態では、各増幅段の電
力トランジスタは、横方向拡散金属酸化膜半導体ＦＥＴ（ＬＤＭＯＳＦＥＴ：ｌａｔｅｒ
ａｌｌｙ　ｄｉｆｆｕｓｅｄ　ｍｅｔａｌ　ｏｘｉｄｅ　ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ　
ＦＥＴ）トランジスタを含む。しかしながら、トランジスタを何等かの特定の半導体技術
に限定することは意図されておらず、他の実施形態では、各トランジスタは、窒化ガリウ
ム（ＧａＮ）トランジスタ、別の種類のＭＯＳＦＥＴトランジスタ、バイポーラ接合トラ
ンジスタ（ＢＪＴ）、又は別の半導体技術を利用したトランジスタとして実現されること
があることに、留意されたい。
【００３４】
　マイクロ波発電モジュール２５０～２５２によって生成される、増幅されかつ潜在的に
位相シフトされたＲＦ信号の各々は、伝送経路２５６～２５８を介してＮ個のマイクロ波
エネルギー放射器２３０～２３２のうちの１個に供給される。例えば、伝送経路２５６～
２５８の各々は、インピーダンス整合ネットワーク及び導線（例えば、同軸ケーブル、又
は他の種類の導線）を含むことがある。
【００３５】
　一実施形態によると、電力検出回路２６０～２６２は、各マイクロ波発電モジュール２
５０～２５２の出力部と各マイクロ波エネルギー放射器２３０～２３２への入力部との間
に、各伝送経路２５６～２５８に沿って、結合されている。各電力検出回路２６０～２６
２は、伝送経路２５６～２５８に沿って進行する反射信号（即ち、Ｎ個のマイクロ波エネ
ルギー放射器２３０～２３２のうちの１つからマイクロ波生成モジュール２５０～２５２
のうちの１つに向かう）の電力を監視し、測定し、又は検出するように構成される。更な
る実施形態によると、各電力検出回路２６０～２６２は、順方向信号（即ち、マイクロ波
生成モジュール２５０～２５２のうちの１つからＮ個のマイクロ波エネルギー放射器２３
０～２３２のうちの１つに向かう）の電力を監視し、測定し、又は検出するように構成さ
れることもある。



(14) JP 2018-81908 A 2018.5.24

10

20

30

40

【００３６】
　電力検出回路２６０～２６２は、接続部２６３～２６５を介して、反射信号電力（及び
、場合によっては順方向信号電力）の振幅を搬送する信号を処理部２８０に供給する。次
には、処理部２８０は、受信された測定値から、反射信号電力と順方向信号電力との比及
び／又は反射損失を計算することがある。以下でより詳細に説明するように、処理部２８
０は、特定の負荷特性を有する負荷を考慮して許容可能な又は最適な反射電力及び／又は
反射損失をもたらす励磁信号パラメータの組み合わせを見つけるために、ＲＦ励磁信号パ
ラメータを変更することがある。
【００３７】
　上述したように、固体加熱システム２００の幾つかの実施形態は、温度センサ、ＩＲセ
ンサ、及び／又は重量センサ２９０を含むことがあり、これらのセンサは負荷特性を決定
するのに有用であることがある。温度センサ及び／又はＩＲセンサは、加熱動作の間に負
荷２１２の温度を感知できるような位置に配置されることがある。温度情報が処理部２８
０に供給されると、処理部２８０が、励磁信号パラメータの組み合わせを選択して、ＲＦ
信号発生器２４０によって供給されるＲＦ信号の電力を（例えば、電源及びバイアス回路
２８６によって供給されるバイアス電圧及び／又は供給電圧を制御することにより）変更
すること、かつ／又は加熱動作をいつ終了するべきかを決定することが可能になる。重量
センサは、負荷２１２の下に配置され、負荷２１２の重量の推定値を処理部２８０に提供
するように構成される。処理部２８０はこの情報を使用して、例えば、励磁信号パラメー
タの組み合わせを選択すること、ＲＦ信号発生器２４０によって供給されるＲＦ信号の所
望の電力レベルを決定すること、及び／又は加熱動作のおよその持続時間を決定すること
がある。
【００３８】
　一実施形態によると、システム２００は、既知の又は決定された負荷特性を有する負荷
に対して、許容可能な反射電力及び／又は反射損失をもたらす励磁信号パラメータの組み
合わせを決定するように構成される。励磁信号パラメータの決定は、例えば、システム較
正プロセスの間に工場において実施されることがある。加えて、又は代替的に、励磁信号
パラメータの決定は、システムが消費者に販売された後で、「現場で」実施されてもよい
。図３～図５の状況下でカバーされるような幾つかの実施形態によると、特定の負荷特性
を有する負荷２１２が加熱用空洞２１０内に載置され、負荷２１２にマイクロ波エネルギ
ーを照射し反射電力を測定するという反復プロセスが実施され、この反復プロセスの間に
、許容可能な反射損失をもたらす励磁信号パラメータが決定される。
【００３９】
　決定された励磁信号パラメータは、後に続く加熱動作の間に使用するために、（例えば
、メモリ２８８に）記憶される。例えば、そのような後に続く加熱動作の間に、既知の又
は決定された負荷特性は、システム内部（例えば、図２のメモリ２８８内部）に記憶され
た周波数及び／又は位相シフトの情報にアクセスするためのキーとして使用されることが
ある。例えば、システムのメモリに記憶された多次元表（本明細書では「励磁表」と呼ぶ
）が、複数の負荷の種類、重量、及び状態（例えば、負荷温度）に対する許容可能な周波
数及び位相シフトの設定を示すことがある。そのような励磁表の、値を入力していないバ
ージョンの例を以下に示す。
【００４０】
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【表１】

　図３～図５に関連して、許容可能な励磁信号パラメータを決定するためのプロセスの様
々な実施形態を以下で詳細に説明しており、これらのプロセスは、上記で示した表のよう
な励磁表のデータを埋めるために使用される。各励磁表は、一旦データを埋められると、
単一のシステム（例えば、１つの電子レンジ）に固有に対応することがあり、又は、同じ
システム構成を有するシステムのグループ（例えば、全く同様に製造された電子レンジの
グループ）に対応することがある。以下で説明する方法の実施形態が、様々な特性を有す
る複数の負荷に対して完了され、かつ励磁表が完全にデータが埋められると、この励磁表
は、後に続く加熱動作の間に使用するために、システムメモリ（例えば、図２のメモリ２
８８）内部に記憶されることがある。
【００４１】
　図３は、例示的な実施形態による、許容可能な励磁信号パラメータを決定するために固
体加熱システム（例えば、図１、図２のシステム１００、２００）を動作させる方法の流
れ図である。以下の説明では、処理部（例えば、図２の処理部２８０）によって実施され
るプロセスへの多数の参照がなされる。当然ながら、他の実施形態では、処理部によって
実施されるものとして示されるプロセスの一部又は全部は、外部コンピュータ（例えば、
図１のコンピュータ１８０）内部の処理部によって実施されてもよい。加えて、以下に説
明するプロセスの間に生成されるデータは、システム内部に（例えば、図２のシステムメ
モリ２８８に）、又は外部メモリ（例えば、図１の外部コンピュータ１８０のメモリ）に
、記憶されることがある。
【００４２】
　図３の方法は、複数の負荷に対して実施することがあり、各負荷は、特定の初期負荷特
性（例えば、華氏（Ｆ）２０度（摂氏－６．７度）の鶏肉１ポンド（４５４グラム）、華
氏６０度（摂氏１５．６度）のだし汁８オンス（２２７グラム）、等）を有する。次いで
、異なる負荷ごとに、この方法を使用して決定された励磁信号パラメータの組み合わせが
、その初期負荷特性に対応する励磁表内部のセル（例えば、華氏２０度の鶏肉に対応する
、上記の励磁表の「ｘ」で印を付けられたセル、又は、華氏６０度のだし汁に対応する「
ｙ」で印を付けられたセル）に記憶されることがあり、この方法は、他の初期負荷特性を
有する負荷に対して繰り返されることがある。
【００４３】
　いずれの場合でも、この方法は、ブロック３０２で、負荷（例えば、図２の負荷２１２
）がシステムの加熱用空洞（例えば、図２の加熱用空洞２１０）内部に載置され、（例え
ば、図１のドア１１６を閉めることにより）加熱用空洞が密閉されると、開始することが
できる。実施形態によっては、空洞は、１つ又は複数の安全インターロック機構が係合さ
れると、密閉されているとみなされる。
【００４４】
　ブロック３０４では、負荷の１つ又は複数の特性を決定することができる。例えば、先
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に考察したように、負荷特性には、負荷を形成する材料（例えば、肉、パン、液体）、負
荷の状態（例えば、冷凍済み又は解凍済、特定の温度である、液体か固体か）、負荷の重
量、等を含むことがある。実施形態によっては、負荷特性を示す情報は、システムのユー
ザインターフェース（例えば、図１、図２のユーザインターフェース１２０、２２０）を
介して、又は、データポート（例えば、図２のデータポート２２２）を通じてシステムと
通信する外部コンピュータ（例えば、図１のコンピュータ１８０）を使用して、ユーザに
よって入力されることがある。代替の実施形態では、負荷特性は、負荷のパッケージ上の
バーコードをスキャンしそのバーコードに対応する負荷情報を（例えば、メモリ２８８か
ら、又は外部ネットワークへのリンクから）引き出すことによって、負荷上の又は負荷に
埋め込まれたＲＦＩＤタグからＲＦＩＤ信号を受信しそのＲＦＩＤに対応する負荷情報を
（例えば、メモリ２８８から、又は外部ネットワークへのリンクから）引き出すことによ
って、センサ（例えば、図２の重量センサ２９０）から負荷重量の示度を受信することに
よって、かつ／又は、（例えば、図２の温度及び／又はＩＲセンサ２９０を使用して）負
荷のおよその温度を測定することによって、などの他の方法で取得されることがある。負
荷特性は、励磁信号パラメータの組み合わせが決定されるセル（例えば、上記の表１など
の励磁信号表の）を示す。
【００４５】
　一実施形態によると、励磁信号パラメータの組み合わせの各々は、少なくとも１つの励
磁信号周波数及び少なくとも１つの位相シフトを含む。より具体的な実施形態では、励磁
信号パラメータは、１つの励磁周波数ｆ、及びＮ個の位相シフト値ｐ１…ｐＮを含む。１
つの励磁周波数パラメータ及びＮ個の位相シフトパラメータを有すると、各組み合わせに
おける励磁信号パラメータの数は、Ｎ＋１に等しい。励磁周波数ｆは、ＲＦ信号発生器（
例えば、図２のＲＦ信号発生器２４０）によって生成される励磁信号の周波数に相当し、
各位相シフト値は、マイクロ波発電モジュール（例えば、図２のモジュール２５０～２５
２）内部のＮ個の可変移相器（例えば、図２の移相器２５４）のうちの１つによって印加
される位相シフトに相当する。実施形態によっては、励磁信号パラメータは、２つ以上の
励磁周波数を含むことがあり（例えば、システムが２つ以上のＲＦ信号発生器を含む場合
）、かつ／又は励磁信号パラメータは、Ｎ個よりも少ない位相シフト値を含むことがある
。更に、ＲＦ信号発生器によって生成される励磁信号の電力、及び／又は増幅器（例えば
、図２の増幅器２５５）によって印加される利得が、励磁信号パラメータの組み合わせに
含まれることがある。そのような実施形態では、励磁信号パラメータの数は、Ｎ＋１より
少ないことも又は多いこともある。本明細書で説明する実施形態では、１つの励磁信号周
波数パラメータ及びＮ個の位相シフトパラメータを含む、励磁信号パラメータの組み合わ
せ例を使用する。本発明の主題の実施形態は、より多くの、より少ない、かつ異なる励磁
信号パラメータを含む励磁信号パラメータの組み合わせ（及びその決定方法）を含むこと
が意図されている。
【００４６】
　各励磁信号パラメータは、一実施形態では、ある範囲に制限されていることがあり、そ
の範囲内の複数の離散値のいずれかを有することがある。例えば、励磁信号周波数パラメ
ータｆは、一実施形態では、約２．４０ＧＨｚ～２．５０ＧＨｚの間の範囲に制限される
ことがあり、１０メガヘルツ（ＭＨｚ）離れている複数の離散値のうちの１つを有するこ
とがある。これは、１１通りの可能なＲＦ信号源周波数設定をもたらす。そのような例で
は、励磁信号周波数は、２．４０、２．４１、２．４２、２．４３、…、２．４８、２．
４９、及び２．５０の値（ＧＨｚ単位）を有することができる。更なる例として、位相シ
フトパラメータの各々は、一実施形態では、０度～３６０度の間の範囲に制限されること
があり、１５度離れた複数の離散値のうちの１つを有することがある。そのような例では
、任意の所与の位相シフトは、０、１５、３０、４５、…、３３０、３４５、及び３６０
という値（度単位）を有することができる。これは、Ｎ個の移相器の各々に対して、２５
通りの可能な位相設定をもたらす。限定のためではなく説明の目的のために、上記で与え
られた範囲及び（値同士の間の）ステップサイズを、以下のプロセスの更なる説明におい



(17) JP 2018-81908 A 2018.5.24

10

20

30

40

50

て使用する。他の実施形態では、他の範囲及び／又はステップサイズを使用することがで
きる。
【００４７】
　励磁信号パラメータ決定プロセスを開始するために、ユーザは、制御パネル（例えば、
図１、図２の制御パネル１２０、２２０）を介して、又は外部コンピュータ（例えば、図
１のコンピュータ１８０）を介して、「開始」入力を提供することができる。これに応答
して、ブロック３０６で、処理部（例えば、図２の処理部２８０）が、全ての励磁信号パ
ラメータをデフォルト値に設定することによって、プロセスを初期化する。例えば、デフ
ォルト値は、可能な値の各範囲の最低限度値、可能な値の各範囲の最高限度値、又は、各
範囲内の何らかの中間値であることがある。説明の目的のために、デフォルト値は各範囲
の最低限度値に一致するものと仮定する。例えば、上記で与えられた例示的な周波数及び
位相シフトの範囲を使用すると、デフォルトの励磁信号周波数パラメータｆは２．４０Ｇ
Ｈｚであり、Ｎ個の位相シフトパラメータｐ１、…、ｐＮ、の各々は０度であることがあ
る。
【００４８】
　次いで、反復プロセスを実施して、許容可能な励磁信号パラメータ（即ち、許容可能な
（閾値未満の）又は最適な（最小の）反射電力及び／又は反射損失をもたらす励磁信号パ
ラメータ）の組み合わせを決定する。一実施形態によると、反復プロセスは、（例えば、
Ｎ＋１個の）パラメータの各々に対して１度実行される外側ループ３１０と、現時点で変
化させられているどのパラメータに対しても、全ての可能なパラメータ値を「掃引」する
内側ループ３２０と、を含む。外側ループ３１０を開始するために、ブロック３１２で、
（ループ３１０の第１の反復のために）掃引されるべき第１のパラメータ、又は（ループ
３１０の次に続く反復のために）掃引されるべき次のパラメータが選択される。例えば、
掃引されるべき第１のパラメータは励磁信号周波数であることがあるが、或いは、掃引さ
れるべき第１のパラメータは、Ｎ個の位相シフトのうちの１つであることもある。
【００４９】
　ブロック３１４では、掃引されるべき第１のパラメータは励磁信号周波数であると仮定
すると、ループ３２０の第１の反復のために、処理部（例えば、図２の処理部２８０）は
、ＲＦ信号発生器に１つ又は複数の制御信号を送信することによって、ＲＦ信号発生器（
例えば、図２のＲＦ信号発生器２４０）を作動させる。この制御信号は、ＲＦ信号発生器
が、ブロック３０６で設定されたデフォルトの励磁信号周波数と等しい周波数を有する励
磁信号を生成すべきであるということを示す。加えて、処理部は、各マイクロ波発電モジ
ュールの可変移相器（例えば、図２の移相器２５４）に制御信号を（例えば、図２の接続
部２８２～２８４を介して）送信し、この制御信号は、各可変移相器が、ＲＦ信号発生器
から受信した励磁信号に、ブロック３０６で設定されたデフォルトの位相シフトと等しい
位相シフトを印加すべきであるということを示す。制御信号に応答して、ＲＦ信号発生器
は指定された周波数の励磁信号を生成し、移相器はこの励磁信号を指定された位相シフト
だけ（位相シフトがゼロ以外の場合）位相シフトさせ、各増幅器（例えば、図２の増幅器
２５５）は受信された励磁信号を増幅して、潜在的に位相シフトされた励磁信号をマイク
ロ波エネルギー放射器（例えば、図２のマイクロ波エネルギー放射器２３０～２３２）に
供給する。換言すると、処理部は、各マイクロ波発電モジュール（例えば、図２のモジュ
ール２５０～２５２）に、所与の周波数及び位相を有する複数のＲＦ励磁信号を複数のマ
イクロ波エネルギー放射器の各々に供給させ、ここで、複数のＲＦ励磁信号は、ＲＦ励磁
信号パラメータ値の選択された組み合わせに従って規定される信号特性を有する。マイク
ロ波エネルギー放射器は、応答して電磁エネルギーを加熱用空洞（例えば、図１、図２の
空洞１１０、２１０）に放射し、従って、負荷にＲＦエネルギーを供給する。
【００５０】
　複数のＲＦ励磁信号がマイクロ波エネルギー放射器に供給され、かつＲＦエネルギーが
負荷（例えば、図２の負荷２１２）に供給されている間に、システムは、マイクロ波発電
モジュールとマイクロ波エネルギー放射器との間の伝送経路（例えば、図２の経路２５６
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～２５８）に沿って配置される電力検出回路（例えば、図２の回路２６０～２６２）を使
用して、少なくとも反射ＲＦ電力を測定する。一実施形態によると、電力検出回路は、伝
送経路に沿った順方向電力を測定することもある。とにかく、各電力検出回路は、測定さ
れた反射電力の大きさ（及び、決定される場合には、測定された順方向電力の大きさ）を
示す１つ又は複数の信号を処理部に送信する。
【００５１】
　次いで、処理部は、「反射電力示度」を決定し、本明細書では「反射電力示度表」と呼
ばれる揮発性の表に記憶する。本明細書で使用する場合、「反射電力示度」は、反射電力
の大きさ、反射損失の大きさ、反射電力又は反射損失を計算するのに使用されるデータ、
又は他の類似のデータ、を表す任意のデータを含むことがある。「反射電力示度表」は、
反射電力示度が記憶される、電子的に記憶される表であり、この表では、記憶された反射
電力示度は、励磁パラメータ値によってインデックス付けされることがある。
【００５２】
　実施形態によっては、反射電力示度表は、各反射電力示度（即ち、Ｎ個の電力検出回路
の各々から受信されたＮ個の測定値）の生成に関連して収集された生データの全てを含む
ことができる。例えば、反射電力示度表はＮ＋１次元の表であることがあり、各次元は、
Ｎ＋１個の励磁信号パラメータのうちの１つに対応する。表の行は、各励磁パラメータに
関連付けられ、表の列は、各パラメータに対する各可能なパラメータ値に関連付けられる
。従って、上述の例によると、１つのＲＦ信号源及び４つの移相器を実装するシステムで
は、１１通りの可能なＲＦ信号源周波数設定と、４つの移相器の各々について２５通りの
可能な位相設定が存在し、反射電力示度表は１１×２５４＝４，２９６，８７５個のセル
を含むことがあり、各セルはパラメータ値の異なる組み合わせに関連付けられている。
【００５３】
　異なる特性を有する複数の負荷に対する約４３０万通りのパラメータの組み合わせの各
々を試験することは、時間の観点から非実用的であり得る。従って、本明細書で説明する
ように、励磁信号パラメータの許容可能な組み合わせを決定するための方法の実施形態は
、可能な組み合わせの部分集合を評価する。即ち、反射電力示度表内部の各セルは、理論
的には、パラメータ値の所与の組み合わせに対して反射電力又は反射損失の大きさを示す
１つ又は複数の値を記憶するために使用されることがある。例えば、ブロック３１４の第
１の反復について、Ｎ＝４を仮定すると、セルには、励磁信号が周波数ｆ＝２．４０ＧＨ
ｚによって規定され、移相器がｐ１＝０度、ｐ２＝０度、ｐ３＝０度、及びｐ４＝０度の
位相シフトを印加する場合の反射電力又は反射損失の大きさを反映する反射電力示度が入
力されることがある。
【００５４】
　処理部は、Ｎ個の電力検出回路の各々から少なくとも１つの大きさの測定値を受信する
ので、処理部は、反射電力示度表に、大きさの測定値の全てに関連付けられた生データを
記憶するように構成されることがある。或いは、処理部は、Ｎ個の電力検出回路から同時
に受信された測定値に数学的関数を適用し、この数学的関数を用いて算出された値である
反射電力示度を反射電力示度表に記憶することがある。例えば、処理部は、同時に受信さ
れたＮ個の反射電力測定値の平均として、反射電力示度を算出し記憶することがある。或
いは、順方向電力が測定される実施形態では、処理部は、同時に受信された反射電力測定
値及び順方向電力測定値に基づいてＮ個の反射損失測定値の平均として、反射電力示度を
算出し記憶することがある。代替的に、他の数学的関数を、反射電力示度（例えば、スラ
イドする時間窓内で取得された測定値から得られる値を含む）を決定するために適用する
ことがある。処理部は、反射電力示度として、生の又は平均の反射電力測定値、生の又は
平均の順方向電力測定値、及び／又は反射電力測定値及び順方向電力測定値から導出され
た反射損失計算値を記憶することがある。例えば、処理部は、各電力検出回路によって検
出された反射電力と順方向電力との比の対数として、反射損失を算出することがある。繰
り返し述べるが、処理部はＮ本の伝送線の各々について反射損失値を記憶することがあり
、又は、同時に受信された複数の反射電力測定値及び順方向電力測定値に基づく複数の反
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射損失計算値の数学的平均（又は何らかの他の関数）を表す反射損失値を記憶することが
ある。別の代替の実施形態では、システムはＮ個より少ない電力検出回路（例えば、１個
の電力検出回路）を含むことがあり、かつシステムは、Ｎ個より少ない数の測定値に基づ
いて反射電力示度を決定することがある。
【００５５】
　一実施形態によると、励磁信号パラメータの現在の組み合わせに対して反射電力示度を
生成した後、処理部は、値が掃引されているパラメータ（例えば、ループ３１０の第１の
反復の間の励磁信号周波数）に対する次の値を含む組み合わせを試験するために準備をす
る。そうするのに先立って、ブロック３１６で、最後に選択されたパラメータ（即ち、ブ
ロック３１２で最後に選択されたパラメータ）について全てのパラメータ値が試験された
か（又は「掃引されたか」）どうかの判定が行われる。試験されていない場合は、ブロッ
ク３１８で、処理部は、パラメータを次の（まだ試験されていない）値に設定する。例え
ば、処理部は、パラメータ値をステップサイズだけ増加又は減少させることがある。例え
ば、試験されているパラメータが励磁信号周波数であり、ステップサイズが１０ＭＨｚで
ある場合、処理部は、励磁信号周波数を、たった今試験された値（例えば、２．４０ＧＨ
ｚ）からステップサイズだけ増加させた値（例えば、２．４０ＧＨｚ＋１０ＭＨｚ＝２．
４１ＧＨｚ）に変更することがある。次いで、ブロック３１４及び３１６が、新しいパラ
メータ値を含む励磁信号パラメータの組み合わせに対して、繰り返される。ループ３２０
の反復は、ブロック３１２で一番最近選択されたパラメータに対する全てのパラメータ値
が試験される（例えば、最後に選択されたパラメータに対する全ての可能な値が掃引され
る）まで実施され続け、結果として得られる反射電力示度は反射電力示度表に記憶される
。
【００５６】
　ブロック３１６を再び参照すると、最後に選択されたパラメータに対する全てのパラメ
ータ値が試験された（例えば、全ての周波数が試験され、反射電力示度表に反射電力示度
が入力された）場合、ブロック３２２で、全てのパラメータが掃引されたかどうかの更な
る判定が行われる。より具体的には、例えば、ブロック３２２は、励磁周波数ｆ及び全て
のＮ個の位相シフトが掃引されたかどうかを判定する。
【００５７】
　掃引されていない場合、ブロック３２４で、揮発性の反射電力示度表に記憶された結果
から、最後に選択された（かつ、たった今掃引された）パラメータに対する許容可能な値
が決定される。様々な実施形態によると、「許容可能な値」は、最後に選択されたパラメ
ータに対する、最小の反射損失又は反射電力をもたらしたパラメータ値、所定の閾値（例
えば、－１５ｄＢ）未満の反射損失をもたらしたパラメータ値、又は、所定の閾値（例え
ば、－１５ｄＢ）未満の反射電力をもたらしたパラメータ値、であることがある。たった
今掃引されたパラメータに対する許容可能な値が一旦決定されると、処理部は、たった今
掃引されたパラメータをこの許容可能な値に再設定する。例えば、たった今掃引されたパ
ラメータが励磁信号周波数であり、かつ、２．４７ＧＨｚの励磁周波数が最小の反射損失
又は最小の反射電力をもたらしたと処理部が判定したと仮定すると、処理部は、本方法の
今後の反復のたびに、励磁信号周波数パラメータを２．４７ＧＨｚに設定することがある
。或いは、処理部は、試験された周波数の全てに対して、反射損失又は反射電力測定値を
上述の所定の閾値と比較することがあり、閾値未満の結果をもたらした周波数を「許容可
能」であるとみなすことがある。次いで、処理部は、所定の閾値と比べて遜色がない任意
の値（例えば、所定の閾値未満である任意の値）を「許容可能な値」とするように選択す
ることがあり、システムはループ３１０の更なる反復の間にこの値を使用する。一実施形
態によると、この負荷に対する較正プロセスの間（即ち、まだ掃引されていないパラメー
タの全てが掃引される間）、励磁信号周波数は、許容可能な値（例えば、上記の例では２
．４７ＧＨｚ）に設定されたままになる。選択された許容可能な反射電力示度に関連付け
られた励磁周波数値は、以下では、ｆＡＣＣと呼ばれる。
【００５８】
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　一旦、たった今掃引されたパラメータがそのパラメータに対する許容可能値に設定され
ると、外側ループ３１０の次の反復が実施される。より具体的には、ブロック３１２で、
試験のために次のパラメータが選択される。例えば、試験された第１のパラメータが励磁
周波数ｆであった場合、試験されることになる次のパラメータは、Ｎ個の位相シフト値ｐ

１…ｐＮのうちの１つであることがある。説明の目的のために、以下の説明では、試験の
ために選択される次のパラメータは、Ｎ個の移相器のうちの第１の移相器（例えば、図２
の移相器２５４）によって印加されることになる位相シフトｐ１であると仮定する。プロ
セスのこの時点では、励磁信号周波数はｆ＝ｆＡＣＣに設定され、位相シフト値はｐ１＝
０度（デフォルト値）、ｐ２＝０度（デフォルト値）、ｐ３＝０度（デフォルト値）、及
びｐ４＝０度（デフォルト値）に設定される。０度であるｐ１に対する位相シフトは、励
磁信号周波数を掃引している間にｆ＝ｆＡＣＣで既に試験されているので、処理部は、ブ
ロック３１４を実施するのに先立って、ｐ１を次の（まだ試験されていない）値に設定す
ることがある。例えば、処理部はｐ１をステップサイズだけ増加させることがある。例え
ば、位相シフトを試験するためのステップサイズが１５度である場合、処理部は、ｐ１の
値を０度からステップサイズ（例えば、１５度）だけ増加させた値に変更することがある
。この時点では、励磁信号周波数はｆ＝ｆＡＣＣに設定され、位相シフト値はｐ１＝１５
度、ｐ２＝０度（デフォルト値）、ｐ３＝０度（デフォルト値）、及びｐ４＝０度（デフ
ォルト値）に設定される。前述したように、各位相シフトに対するデフォルト値は、０度
以外の値であってもよい。次いで、上述のように、ブロック３１４及び３１６が実施され
る。
【００５９】
　より具体的には、ブロック３１４では、掃引されるべき次のパラメータはｐ１であると
仮定すると、処理部（例えば、図２の処理部２８０）は、ＲＦ信号発生器に１つ又は複数
の制御信号を送信することによって、ＲＦ信号発生器（例えば、図２のＲＦ信号発生器２
４０）を作動させる。この制御信号は、ＲＦ信号発生器が、ブロック３２４で設定された
、選択された「許容可能な」周波数ｆＡＣＣと等しい周波数を有する励磁信号を生成すべ
きであるということを示す。加えて、処理部は、第１のマイクロ波発電モジュール（例え
ば、図２のモジュール２５０）の可変移相器（例えば、図２の移相器２５４）に制御信号
を（例えば、図２の接続部２８２を介して）送信し、この制御信号は、第１の可変移相器
が、ＲＦ信号発生器から受信した励磁信号に、試験されている現在の値（例えば、１５度
の位相シフト）と等しい位相シフトを印加すべきであるということを示す。最後に、処理
部は、残りのマイクロ波発電モジュールの各々の可変移相器に制御信号を（例えば、図２
の接続部２８３、２８４を介して）送信し、この制御信号は、残りの可変移相器の各々が
、ＲＦ信号発生器から受信した励磁信号に、ブロック３０６で設定されたデフォルトの位
相シフト（例えば、０度の位相シフト、即ち位相シフト無し）と等しい位相シフトを印加
すべきであるということを示す。制御信号に応答して、ＲＦ信号発生器は許容可能な周波
数ｆＡＣＣの励磁信号を生成し、移相器はこの励磁信号を指定された位相シフトだけ（位
相シフトがゼロ以外の場合）位相シフトさせ、各増幅器（例えば、図２の増幅器２５５）
はこの励磁信号を増幅して、潜在的に位相シフトされた励磁信号をマイクロ波エネルギー
放射器（例えば、図２のマイクロ波エネルギー放射器２３０～２３２）に供給する。
【００６０】
　マイクロ波エネルギー放射器は、応答して、加熱用空洞（例えば、図１、図２の空洞１
１０、２１０）に電磁エネルギーを放射する。ＲＦエネルギーが負荷（例えば、図２の負
荷２１２）に供給されているとき、システムは、電力検出回路を使用して少なくとも反射
電力（及び、場合によっては順方向電力）を測定する。上述したように、システムは、反
射電力、順方向電力、及び／又は反射損失測定値を、揮発性の反射電力示度表の適切なセ
ルに記憶する。
【００６１】
　ループ３２０の反復は、ブロック３１２で一番最近に選択されたパラメータ（例えば、
ｐ１）に対する全てのパラメータ値が試験されるまで、実施され続ける。例えば、励磁信



(21) JP 2018-81908 A 2018.5.24

10

20

30

40

50

号周波数をｆＡＣＣに設定したままで、かつ、各位相シフト値ｐ２、ｐ３、ｐ４をデフォ
ルト値（例えば、０度）に設定したままで、ｐ１の全ての値に対して、反射電力（及び場
合によっては順方向電力）及び／又は反射損失の測定が行われる。
【００６２】
　最後に選択されたパラメータ（例えば、ｐ１）に対する全てのパラメータ値が試験され
ると（例えば、全てのｐ１位相シフトが試験され、ｐ１パラメータについて反射電力示度
表に値が入力されると）、ブロック３２２で、全てのパラメータが掃引されたかどうかの
判定が再びなされる。全てのパラメータが掃引されていない場合は、反射電力示度表に記
憶された値が評価されて、反射電力又は反射損失に対する最小の又は許容可能な（例えば
、閾値未満の）値をもたらした位相シフト値が特定され、その値は、以下ではｐ１ＡＣＣ

と呼ばれる、ｐ１に対する「許容可能な」位相シフトとして選択される。
【００６３】
　次いで、ループ３１０の次の反復が実施され、この反復には、既に試験されたパラメー
タをその「許容可能な」値に設定すること、まだ試験されていない次のパラメータを選択
すること、及びそのパラメータの値を掃引することが含まれる。例えば、掃引されるべき
次のパラメータがｐ２である場合、ｐ２を試験する第１の反復のために、パラメータ値は
、ｆ＝ｆＡＣＣ、ｐ１＝ｐ１ＡＣＣ、ｐ２＝１５度、ｐ３＝０度（デフォルト値）、及び
ｐ４＝０度（デフォルト値）に設定されることがある。次いで、上述のようにｐ２に対す
る許容可能な値、即ちｐ２ＡＣＣが決定され、次いで、まだ試験されていない次のパラメ
ータ（例えば、ｐ３）が試験されることがある。ｐ３を試験する第１の反復のために、パ
ラメータ値は、ｆ＝ｆＡＣＣ、ｐ１＝ｐ１ＡＣＣ、ｐ２＝ｐ２ＡＣＣ、ｐ３＝１５度、及
びｐ４＝０度（デフォルト値）に設定されることがある。次いで、上述のようにｐ３に対
する許容可能な値、即ちｐ３ＡＣＣが決定され、次いで、まだ試験されていない次のパラ
メータ（例えば、ｐ４）が試験されることがある。ｐ４を試験する第１の反復のために、
パラメータ値は、ｆ＝ｆＡＣＣ、ｐ１＝ｐ１ＡＣＣ、ｐ２＝ｐ２ＡＣＣ、ｐ３＝ｐ３ＡＣ

Ｃ、及びｐ４＝１５度に設定されることがある。（ブロック３２２で決定されるように）
ｐ４が掃引された最後のパラメータであると仮定すると、次いで、ブロック３２４の説明
に関連して上述したように、ブロック３２６で、ｐ４に対する許容可能な値、即ちｐ４Ａ

ＣＣが決定される。この時点で、励磁パラメータ値の「許容可能な組み合わせ」、ＣＡＣ

Ｃが、「許容可能な値」の全てを含む組み合わせ、即ち、ｆ＝ｆＡＣＣ、ｐ１＝ｐ１ＡＣ

Ｃ、ｐ２＝ｐ２ＡＣＣ、ｐ３＝ｐ３ＡＣＣ、及びｐ４＝ｐ４ＡＣＣとして、特定される。
換言すると、ＣＡＣＣ＝｛ｆＡＣＣ、ｐ１ＡＣＣ、ｐ２ＡＣＣ、ｐ３ＡＣＣ、ｐ４ＡＣＣ

｝である。様々な実施形態では、上述のプロセスの実施により、複数の記憶された反射電
力示度のうちのいずれの１つが最小の反射電力及び／又は最小の反射損失を示すかという
ことに対応するＲＦ信号パラメータ値の組み合わせとして、許容可能な組み合わせが特定
される。他の実施形態では、上述のプロセスの実施により、所定の閾値未満の反射電力及
び／又は反射損失を有する、複数の記憶された反射電力示度のうちの１つに対応するＲＦ
信号パラメータ値の組み合わせとして、許容可能な組み合わせが特定される。
【００６４】
　一実施形態によると、ブロック３３０で追加の試験が実施されて、許容可能な組み合わ
せに近い任意の組み合わせ（又は、「近似した組み合わせ」）が、反射損失又は反射電力
についてより小さな値をもたらすかどうかを判定することがある。ブロック３３０が実施
されると、ブロック３２６で特定された許容可能な組み合わせは「初期の許容可能な組み
合わせ」とみなされることがあり、ブロック３３０のプロセスにより特定された組み合わ
せは、「最終的な許容可能な組み合わせ」とみなされることがある。ブロック３３０の状
況下では、「近似している」とは、励磁信号パラメータの一部又は全部に対するパラメー
タ値が、上述の方法に従って決定された許容可能な値から１つ又は２つ高い及び／又は低
い増分値になるように変更された組み合わせを意味する。換言すると、反射電力示度表に
おいて、複数の追加の反射電力示度を生成するために、ＣＡＣＣに直接隣接した、又はＣ

ＡＣＣから１セル離れた、励磁信号パラメータの複数の組み合わせに対して、ブロック３
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１４が実施される。ある近似した組み合わせが、ブロック３２６で特定された組み合わせ
よりも小さな反射損失又は反射電力に相当する反射電力示度をもたらした場合、この近似
した組み合わせは、以前に決定された組み合わせよりも「より良い」ものとみなされるこ
とがあり、許容可能な組み合わせは、このより良い近似した組み合わせに対応するパラメ
ータ値を有するように変更されることがある。代替の実施形態では、ブロック３３０は除
かれることがある。
【００６５】
　次いで、ブロック３３２では、パラメータの許容可能な組み合わせを、前述の励磁表（
例えば、上記の表１）の、以前に決定された負荷特性に関連付けられたセルに記憶するこ
とがある。例えば、この方法を使用して決定された励磁信号パラメータの組み合わせが、
初期負荷特性に対応する励磁表内部のセル（例えば、華氏２０度のポンドの鶏肉に対応す
る、上記の励磁表の「ｘ」で印をつけられたセル）に記憶されることがある。
【００６６】
　ブロック３３４で、全ての所望される負荷特性を有する負荷が試験されたかどうかの判
定がなされることがある。例えば、特定の種類の負荷を複数の温度（例えば、特に、上記
の励磁表に列挙された温度）で試験すること、及び／又は様々な種類の負荷（例えば、特
に、上記の励磁表に列挙された負荷の種類）を試験すること、及び／又は、複数の重量を
有する特定の種類の負荷を試験することが望まれることがある。全ての負荷が試験されて
いない場合、この方法は繰り返されることがある。より具体的には、ブロック３０２で、
以前に試験した負荷を加熱用空洞から取り除き、異なる負荷特性を有する負荷を加熱用空
洞に載置することがあり、この方法は、上述したように繰り返されることがある。全ての
負荷が試験されると、次いでブロック３３６で、値を入力された励磁表は、（例えば、後
程図６に関連して説明するように）後に続く加熱動作の間に使用するために、システムメ
モリ（例えば、図２のメモリ２８８）に記憶されることがある。
【００６７】
　図４は、別の例示的な実施形態による、許容可能な励磁信号パラメータを決定するため
に固体加熱システムを動作させる方法の流れ図である。図４の方法は、図３の方法と実質
的に類似しており、同様のプロセスは、図３及び図４において同一の参照番号で示される
。図３で示された方法に関して上記で考察された詳細及び実施形態の全ては、以下で特に
断りの無い限り、図４にも等しく当てはまる。
【００６８】
　図４の方法は、外側ループ４１０の終了時にパラメータ値がリセットされるという点で
、図３の方法とは異なる。図３に関連して上述したように、たった今掃引されたパラメー
タに対する許容可能な値が一旦決定されると、処理部は、たった今掃引されたパラメータ
をその許容可能な値に設定し、ループ３１０の次の反復は、たった今掃引されたパラメー
タがその決定された許容可能な値に設定された状態で実施される。対照的に、図４の方法
によると、ブロック４２４（これは、図３のブロック３２４を置き換える）で、たった今
掃引されたパラメータに対する許容可能な値が一旦決定されると、システムは励磁パラメ
ータ値の許容可能な組み合わせの一部としてその決定された許容可能な値を記憶し、次い
で、システムは、全てのパラメータ値をブロック３０６で当初に設定されたデフォルト値
に再設定する。ブロック３１２の次の反復において、試験のための次のパラメータが選択
され、他のパラメータがデフォルト値に設定されたままである間に、次に選択されたパラ
メータの値が掃引される。別の言い方をすると、図４の実施形態では、任意の所与のパラ
メータに対して実施される値掃引動作の間、他の全てのパラメータはデフォルト値に設定
される。外側ループ４１０の全ての反復の終了時に、各パラメータに対して決定された許
容可能な値が、ブロック４２６で、特定された許容可能な励磁パラメータ値の組み合わせ
に組み立てられる。
【００６９】
　図５は、更に別の例示的な実施形態による、許容可能な励磁信号パラメータを決定する
ために固体加熱システムを動作させる方法の流れ図である。図３及び図４で示した方法と
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同様に、図５の方法は、揮発性のＮ＋１次元の反射電力示度表の概念を利用し、処理部は
、励磁信号パラメータの様々な組み合わせに関連付けられた反射電力示度をこの反射電力
示度表に記憶する。再び、反射電力示度表はＮ＋１次元の表であることがあり、各次元は
、Ｎ＋１個の励磁信号パラメータのうちの１つに対応する。反射電力示度表内部の各セル
は、パラメータ値の所与の組み合わせに対して、反射電力示度（例えば、反射電力又は反
射損失の大きさを示す１つ又は複数の値）を記憶するために使用されることがある。図３
及び図４の方法では、試験されたパラメータの組み合わせに対応した反射電力示度表内部
のセルのみが、最終的に反射電力示度を入力され、パラメータ値の「許容可能な組み合わ
せ」は、値を入力されたセルのうちの１つに対する組み合わせとして選択される。より具
体的には、最初に試験されるパラメータに対する全ての可能な値が試験され（例えば、反
射電力示度表の第１の行を埋め）、次いで、二番目に試験されるパラメータについて、最
初に試験されるパラメータの許容可能な値から延びるセルのベクトルが試験され、次いで
、三番目に試験されるパラメータについて、二番目に試験されるパラメータの許容可能な
値から延びるセルのベクトルが試験され、最後に試験されるパラメータを試験するまで、
以下同様である。従って、想像がつくように、反射電力示度表に渡るセルの連続的なベク
トルのシーケンスに対応する励磁信号パラメータの組み合わせが試験される。これは、シ
ステムが、Ｎ＋１次元の反射電力示度表の多数の領域に渡るセルに値を入力することを控
えることを意味する。理論的には、パラメータ値の著しくより良い組み合わせ又は最良の
組み合わせが、値が代入されていない領域内にあることがある。図３及び図４の方法とは
対照的に、図５の方法は、Ｎ＋１次元の反射電力示度表全体に渡って散在しているかつ／
又はランダムに分布しているパラメータ値の組み合わせを特定し試験することを含む。こ
のようにして、反射電力示度表のより多くの領域内の励磁信号パラメータの組み合わせを
評価することができる。
【００７０】
　図５の方法は、図３の方法に関連して上述したように、ブロック３０２及び３０４にお
いて、加熱用空洞に負荷を載置し、負荷特性を決定することによって、開始する。次いで
ブロック５０６で、複数のパラメータの組み合わせが特定され、このパラメータの組み合
わせは、Ｎ＋１次元の反射電力示度表全体に渡って散在しているかつ／又はランダムに分
布している。再び、説明を助けるために、励磁信号パラメータが１つの励磁信号周波数ｆ
及び４つの位相シフト値ｐ１、ｐ２、ｐ３、ｐ４を含む例を使用する。換言すると、任意
の特定のパラメータの組み合わせは、ＣＸ＝｛ｆＸ、ｐ１Ｘ、ｐ２Ｘ、ｐ３Ｘ、ｐ４Ｘ｝
として表わすことができる。更なる例として、励磁信号周波数は、２．４０、２．４１、
２．４２、２．４３、…、２．４８、２．４９、及び２．５０（ＧＨｚ単位）を含む値の
集合から選択される任意の値（即ち、２．４０～２．５０ＧＨｚの間の１０ＭＨｚステッ
プサイズでの任意の値）を有することがある。更に、位相シフト値の各々は、０、１５、
３０、４５、…、３３０、３４５、及び３６０（度単位）を含む値の集合から選択される
（即ち、０～３６０度の間の１５度のステップサイズでの任意の値である）ことがある。
先に詳細に考察したように、そのような実施形態は、およそ４３０万個のセルを含む反射
電力示度表をもたらし、各セルは１つのパラメータ値の組み合わせに対応する。他の実施
態様は、より多くの、より少ない、又は異なるパラメータを有することがあり、各パラメ
ータは異なる範囲の可能な値をカバーすることがあり、パラメータ値間で異なるステップ
サイズが定義されることがあるので、この例は限定するものではない。
【００７１】
　一実施形態では、特定された複数のパラメータの組み合わせは、全ての可能な組み合わ
せの、あるパーセンテージ（例えば、０．０１％～１０％の間の、又は、何らかの他の範
囲内の）を含むことがあり、より具体的には、所望の密度でＮ＋１次元の反射電力示度表
全体に渡って均等に分散している組み合わせの集合を含むことがある。例えば、全ての可
能な組み合わせの０．１％に相当する組み合わせを特定することができ、この特定された
組み合わせは、反射電力示度表全体に渡って均等に分布している。この例では、反射電力
示度表全体に渡って散在している約４３００個のセル又はパラメータの組み合わせが、試
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験のために特定されることになる。別の実施形態では、特定された複数のパラメータの組
み合わせは、ランダム又は疑似ランダムセル（又は組み合わせ）選択プロセスを使用して
決定される組み合わせの集合を含むことがある。例えば、ランダム又は疑似ランダム値発
生器を使用して、反射電力示度表全体に渡って分散したセルを含むセルの集合、又はパラ
メータの組み合わせの集合を決定することができる。更に他の実施形態では、より複雑な
セル又は組み合わせ選択アルゴリズムを使用することがある。例えば、セル又は組み合わ
せ選択アルゴリズムは、表の１つ又は複数の領域内のセルを、表の他の領域内に特定され
たセルの密度よりも高い密度で特定するように構成されることがある。例えば、そのよう
な実施形態は、特定のパラメータ値の範囲に関連付けられたセル（例えば、パラメータ値
の範囲の中心により近いパラメータ値）が試験のために選択される確率を高めることがあ
る。
【００７２】
　散在したかつ／又はランダムに分散したセル又はパラメータの組み合わせが一旦特定さ
れると、選択されたセルの集合に関連付けられたパラメータの組み合わせの各々が、ルー
プ５１０の反復として試験されることがある。より具体的には、ブロック５１２で、（特
定されたセルに関連付けられた）試験されるべき励磁信号パラメータの次の組み合わせが
、ブロック５０６で特定されたパラメータの組み合わせの集合から選択される。次いで、
ブロック５１４でこのパラメータの組み合わせが試験され、ブロック５１４は、上記で詳
細に考察したブロック３１４と実質的に同様である。上述のように、パラメータの組み合
わせを試験することは、処理部（例えば、図２の処理部２８０）が、ＲＦ信号発生器に１
つ又は複数の制御信号を送信することによって、ＲＦ信号発生器（例えば、図２のＲＦ信
号発生器２４０）を作動させることを含む。この制御信号は、ＲＦ信号発生器が、ブロッ
ク５１２で選択された組み合わせにおいて指定された励磁信号周波数と等しい周波数を有
する励磁信号を生成すべきであるということを示す。加えて、処理部は、各マイクロ波発
電モジュールの可変移相器（例えば、図２の移相器２５４）に制御信号を（例えば、図２
の接続部２８２～２８４を介して）送信し、この制御信号は、各可変移相器が、ＲＦ信号
発生器から受信した励磁信号に、ブロック５１２で選択されたパラメータの組み合わせで
指定された位相シフトと等しい位相シフトを印加すべきであるということを示す。制御信
号に応答して、ＲＦ信号発生器は指定された周波数の励磁信号を生成し、移相器はこの励
磁信号を指定された位相シフトだけ（位相シフトがゼロ以外の場合）位相シフトさせ、各
増幅器（例えば、図２の増幅器２５５）は励磁信号を増幅して、潜在的に位相シフトされ
た励磁信号をマイクロ波エネルギー放射器（例えば、図２のマイクロ波エネルギー放射器
２３０～２３２）に供給する。換言すると、処理部は、各マイクロ波発電モジュール（例
えば、図２のモジュール２５０～２５２）が、複数のマイクロ波エネルギー放射器の各々
に選択された組み合わせにおいて指定された周波数及び位相を有するＲＦ信号を供給する
ようにする。マイクロ波エネルギー放射器は、応答して、加熱用空洞（例えば、図１、図
２の空洞１１０、２１０）に電磁エネルギーを放射する。
【００７３】
　ＲＦエネルギーが負荷（例えば、図２の負荷２１２）に供給されているとき、システム
は、マイクロ波発電モジュールとマイクロ波エネルギー放射器との間の伝送経路（例えば
、図２の経路２５６～２５８）に沿って配置される電力検出回路（例えば、図２の回路２
６０～２６２）を使用して、少なくとも反射電力を測定する。一実施形態によると、電力
検出回路は、伝送経路に沿った順方向電力を測定することもある。とにかく、各電力検出
回路は、測定された反射電力の大きさ（及び、測定されている場合には、場合によっては
順方向電力の大きさ）を示す１つ又は複数の信号を処理部に送信する。次いで、処理部は
、反射電力示度（例えば、測定値又は測定値から導出された値）を生成し、これを、選択
されたパラメータの組み合わせに対応する反射電力示度表のセルに記憶する。
【００７４】
　ブロック５１６で、ブロック５０６で特定されたセルに関連付けられた全ての組み合わ
せが試験されたかどうかの判定が行われる。全ての組み合わせが試験されていない場合、
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手続きは図示したように反復し、ループ５１０の次の反復で、特定されたがまだ試験され
ていない別のセルに関連付けられた次のパラメータの組み合わせが試験される。ブロック
５０６で特定された組み合わせの全てが試験されると、ブロック５３０で、揮発性の反射
電力示度表に記憶された結果から、許容可能な又は最良の組み合わせが決定される。様々
な実施形態によると、「許容可能な組み合わせ」は、最小の反射損失又は反射電力をもた
らした励磁パラメータの組み合わせ、所定の閾値未満の反射損失をもたらした組み合わせ
、又は、所定の閾値未満の反射電力をもたらした組み合わせ、であることがある。
【００７５】
　一実施形態によると、前述のように、ブロック３３０で追加の試験が実施されて、許容
可能な組み合わせに近い任意のパラメータの組み合わせ（又は、「近似した組み合わせ」
）が、反射損失又は反射電力についてより小さな値をもたらすかどうかを判定することが
ある。ある近似した組み合わせが、より小さな反射損失又は反射電力をもたらした場合、
この近似した組み合わせは、以前に決定された組み合わせよりも「より良い」ものとみな
されることがあり、許容可能な組み合わせは、このより良い近似した組み合わせに対応す
るパラメータ値を有するように変更されることがある。この方法の残りのステップは、前
述のステップと実質的に同様であることがあり、同様の参照番号は同様のプロセスに対応
する。
【００７６】
　図３～図５では、大多数の可能な励磁パラメータの組み合わせの部分集合を試験するこ
とにより、特定の特性を有する負荷に対する許容可能な励磁パラメータの組み合わせを決
定するために、様々な方法が使用される。特定の方法を使用して、探索空間及び試験空間
を低減させたが、代替的に、モンテカルロツリー探索、二分又は半間隔探索、比較探索、
改変線形探索、等を使用して試験されるべきパラメータの組み合わせを特定することを、
これらに限定するものではないが含む、他の方法を使用することもできる。どの実施形態
が実施されたとしても、図３～図５の方法は、最終的に励磁表（例えば、上記の表１の値
が入力されたバージョン）をもたらし、この表は、様々な負荷特性を有する負荷に対して
適用されるべき励磁信号パラメータを示す。上述のように、値を入力した励磁表は、加熱
動作の間に処理部（例えば、処理部２８０）が後で使用するために、（例えば、図３～図
５のブロック３３６において）システムメモリ（例えば、図２のメモリ２８８）に記憶さ
れる。
【００７７】
　図６は、一実施形態による、所定の励磁信号パラメータを有する励磁信号を使用して固
体加熱動作を実施する方法の流れ図である。この方法は、ブロック６０２で、ユーザが固
体加熱システム（例えば、図２のシステム２００）の加熱用空洞（例えば、図２の空洞２
１０）に負荷（例えば、図２の負荷２１２）を載置し、（例えば、ドア又は引き出しを閉
じることによって）空洞を密閉すると、開始することがある。一実施形態では、空洞を密
閉することにより、１つ又は複数の安全インターロック機構を係合させることがあり、こ
の安全インターロック機構は、係合されると、空洞に供給されるＲＦ電力が、空洞の外部
環境に実質的に漏れ出ないことを示す。後程説明するように、安全インターロック機構の
係合を解除すると、処理部は、直ちに加熱動作を一時停止又は終了することがある。
【００７８】
　ブロック６０４で、システムは、負荷の１つ又は複数の特性を決定する。例えば、先に
考察したように、負荷特性には、負荷を形成する材料、負荷の状態、負荷の重量、等を含
むことがある。実施形態によっては、負荷特性を示す情報は、システムのユーザインター
フェース（例えば、図１、図２のユーザインターフェース１２０、２２０）を使用してユ
ーザによって入力されることがある。例えば、ユーザは、ユーザインターフェースとやり
取りして、（例えば、図３～図５のブロック３３６で）システムメモリに記憶された励磁
表内に具体化された負荷種類のリストから重量（又は数量）及び／又は状態を選択するこ
とができる。代替の実施形態では、負荷特性は、負荷のパッケージ上のバーコードをスキ
ャンしそのバーコードに対応する負荷情報を（例えば、メモリ２８８から、又は外部ネッ
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トワークへのリンクから）引き出すことによって、負荷上の又は負荷に埋め込まれたＲＦ
ＩＤタグからＲＦＩＤ信号を受信しそのＲＦＩＤに対応する負荷情報を（例えば、メモリ
２８８から、又は外部ネットワークへのリンクから）引き出すことによって、（例えば、
図２の重量センサ２９０から）負荷重量の示度を受信することによって、かつ／又は、（
例えば、図２の温度及び／又はＩＲセンサ２９０を使用して）負荷のおよその温度を測定
することによって、などの他の方法で取得されることがある。
【００７９】
　負荷特性は、以前に決定された許容可能な励磁信号パラメータの組み合わせが（例えば
、図３～図５の方法の実施形態の実行中に）記憶された（例えば、上記の表１などの励磁
信号表中の）セルを示す。ブロック６０６において、ブロック６０４で決定された負荷特
性が、対応するセルから許容可能なパラメータの組み合わせを引き出すためのキーとして
使用される。
【００８０】
　ブロック６０８で、（例えば、図２のユーザインターフェース２２０の開始ボタンをユ
ーザが押すことにより）ユーザから開始の指示を受け取った後、処理部は、ＲＦ信号発生
器（例えば、図２のＲＦ信号発生器２４０）及びマイクロ波生成モジュールの移相器（例
えば、図２の移相器２５４）に制御信号を供給して、これらのシステム構成要素が励磁信
号に許容可能なパラメータの組み合わせを適用するようにする。より具体的には、処理部
は、ＲＦ信号発生器に１つ又は複数の制御信号を送信することにより、ＲＦ励磁信号の生
成を開始させ、この制御信号は、ＲＦ信号発生器が、許容可能なパラメータの組み合わせ
において示された励磁信号周波数と等しい周波数を有する励磁信号を生成すべきであると
いうことを示す。加えて、処理部は、各マイクロ波発電モジュールの可変移相器に制御信
号を送信し、この制御信号は、各可変移相器が、ＲＦ信号発生器から受信した励磁信号に
、許容可能なパラメータの組み合わせで示された位相シフトと等しい位相シフトを印加す
べきであるということを示す。制御信号に応答して、ＲＦ信号発生器は指定された周波数
の励磁信号を生成し、移相器はこの励磁信号を指定された位相シフトだけ（位相シフトが
ゼロ以外の場合）位相シフトさせ、各増幅器（例えば、図２の増幅器２５５）は励磁信号
を増幅して、潜在的に位相シフトされた励磁信号をマイクロ波エネルギー放射器（例えば
、図２のマイクロ波エネルギー放射器２３０～２３２）に供給する。換言すると、処理部
は、各マイクロ波発電モジュール（例えば、図２のモジュール２５０～２５２）が、複数
のマイクロ波エネルギー放射器の各々に所与の周波数及び位相を有するＲＦ信号を供給す
るようにする。マイクロ波エネルギー放射器は、応答して、加熱用空洞（例えば、図１、
図２の空洞１１０、２１０）に電磁エネルギーを放射する。
【００８１】
　ブロック６１０で、システムは、終了条件（ｅｘｉｔ　ｃｏｎｄｉｔｉｏｎ）が発生し
たかどうかを評価することがある。実際には、終了条件が発生したかどうかの判定は、加
熱プロセス中の任意の時点で起こり得る、割り込み駆動のプロセスであることがある。し
かしながら、これを図６の流れ図に含めるために、このプロセスはブロック６０８の後で
発生するように示してある。いずれにしても、幾つかの条件が、加熱動作の停止を保証す
ることがある。例えば、システムは、安全インターロックが破られたときに、終了条件が
発生したと判定することがある。或いは、システムは、（例えば、図２のユーザインター
フェース２２０を介して）ユーザによって設定されたタイマーの満了時に、又は、加熱動
作がどれ位の時間実施されるべきかについての処理部の推測に基づいて処理部によって確
立されたタイマーの満了時に、終了条件が発生したと判定することがある。更に別の代替
の実施形態では、システムは、別な方法で加熱動作の完了（例えば、負荷が特定の温度又
は状態に達したとき）を検出することがある。
【００８２】
　終了条件が発生していない場合、加熱動作は継続することがある。加熱動作の間、負荷
に供給される電磁エネルギーは、負荷の熱エネルギーを増加させる（即ち、電磁エネルギ
ーが負荷を暖める）。従って、負荷の特性（例えば、負荷のインピーダンス）は、負荷の
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熱エネルギーが増加するにつれて変化する。インピーダンスの変化は、ＲＦエネルギーの
負荷への吸収率を変化させ、従って、反射電力の大きさを変化させる。ブロック６１２で
、加熱動作中に反射電力の大きさが許容可能なレベルに維持されることを確実にするため
に、１つ又は複数の電力検出回路（例えば、図２の電力検出回路２６０～２６２）は、マ
イクロ波生成モジュール（例えば、図２のモジュール２５０～２５２）とマイクロ波エネ
ルギー放射器（例えば、図２の放射器２３０～２３２）との間の１つ又は複数の伝送経路
（例えば、図２の経路２５６～２５８）に沿って、反射電力を周期的に測定する。一実施
形態では、電力検出回路は、伝送経路に沿った順方向電力を測定することもある。電力検
出回路は、それらの測定値を処理部（例えば、図２の処理部２８０）に提供し、この受信
された測定値に基づいて、次いで処理部は、反射電力及び／又は反射損失を決定すること
がある。処理部が複数の電力検出回路から複数の測定値を受信した場合、処理部は、例え
ば、同時に受信した測定値の平均（又は何らかの他の数学的関数）を決定して、反射電力
及び／又は反射損失を推定することがある。
【００８３】
　次いで、ブロック６１４で、処理部は、測定された又は推定された反射電力及び／又は
反射損失が許容可能であるかどうかを判定することがある。例えば、処理部は、反射電力
及び／又は反射損失が閾値未満であるかどうか、又は何らかの他の基準に匹敵するかどう
かを判定することがある。反射電力及び／又は反射損失が依然として許容可能である（例
えば、値が閾値を下回る）と処理部が判定すると、処理部によって適用される励磁信号パ
ラメータは同じままであることがあり、プロセスは、図６に示すように反復することがあ
る。
【００８４】
　反射電力及び／又は反射損失がもはや許容可能ではない（例えば、値が閾値を上回る）
と処理部が判定すると、ブロック６１６で、処理部は、許容可能な励磁信号パラメータの
新たな集合を決定することがある。例えば、処理部は、励磁信号表内部の近接した組み合
わせに対する励磁信号パラメータを適用するように、かつ、結果として得られる反射電力
及び／又は反射損失を評価して、許容可能な（例えば、閾値未満の）反射電力及び／又は
反射損失をもたらす組み合わせを決定するように、構成されることがある。或いは、処理
部は、ブロック６０６で引き出された組み合わせで開始する、パラメータの組み合わせの
所定のシーケンスを適用するように、予めプログラムされることがある。いずれにしても
、新しいパラメータの組み合わせが一旦決定されると、この方法は図６に示すように反復
される。より具体的には、ブロック６０８で、処理部は、ＲＦ信号発生器及びマイクロ波
生成モジュールの移相器がＲＦ励磁信号に新たに決定されたパラメータの組み合わせを適
用するようにする。
【００８５】
　再びブロック６１０を参照すると、終了条件が発生した場合、ブロック６２０で、処理
部はＲＦ信号源によるＲＦ信号の供給を停止させる。例えば、処理部は、ＲＦ信号発生器
（例えば、図２のＲＦ信号発生器２４０）を作動しないようにすることがあり、かつ／又
は電源及びバイアス回路（例えば、図２の回路２８６）に、供給電流の提供を停止させる
ことがある。加えて、処理部は、ユーザインターフェース（例えば、図１、図２のユーザ
インターフェース１２０、２２０）に信号を送信することがあり、この信号は、ユーザイ
ンターフェースに、（例えば、表示装置に「ドアが開きます」又は「完了」を表示するこ
とによって、又は可聴音を提供することによって）、ユーザが知覚可能な終了条件のしる
しを生成させる。次いで、この方法は終了することがある。
【００８６】
　図３～図６に示されたブロックに関連付けられた動作の順序は例示的な実施形態に対応
しており、動作の順序を例示した順序のみに限定するものと解釈されるべきではないこと
は、言うまでもない。その代わり、幾つかの動作は異なる順序で実施されることがあり、
かつ／又は幾つかの動作は並行して実施されることがある。
【００８７】
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　ＲＦ励磁信号パラメータを確立する方法の一実施形態が、負荷を収容するように構成さ
れた空洞を含む固体加熱装置内で実施される。この方法は、複数のＲＦ励磁信号パラメー
タをパラメータ値の組み合わせに設定することを含み、この複数のＲＦ励磁信号パラメー
タは少なくとも１つの励磁信号周波数及び少なくとも１つの位相シフトを含み、この方法
は、加熱装置によって、複数のＲＦ励磁信号を空洞に近接した複数のマイクロ波エネルギ
ー放射器に供給することを含み、この複数のＲＦ励磁信号は、パラメータ値の組み合わせ
に従って規定される信号特性を有する。複数のＲＦ励磁信号が供給されている間に、この
方法は、システムの少なくとも１つの電力検出回路によって、反射ＲＦ電力を測定するこ
と、測定された反射ＲＦ電力に基づいて反射電力示度を決定すること、及び、反射電力示
度を記憶して、パラメータ値の組み合わせに対応した、記憶された反射電力示度を生成す
ることを更に含む。この方法は、パラメータ値の複数の異なる組み合わせについて、設定
するプロセス、供給するプロセス、測定するプロセス、決定するプロセス、及び記憶する
プロセスを複数回繰り返して、複数の記憶された反射電力示度を生成することを更に含み
、この複数の記憶された反射電力示度の各々は、ＲＦ信号パラメータ値の異なる組み合わ
せに対応する。この方法は、複数の記憶された反射電力示度に基づいて、ＲＦ信号パラメ
ータ値の許容可能な組み合わせを特定すること、及び、加熱装置のメモリにＲＦ信号パラ
メータ値の許容可能な組み合わせを記憶すること、を更に含む。
【００８８】
　固体加熱システムの一実施形態は、負荷を収容するように構成された空洞、処理部、少
なくとも１つのＲＦ信号発生器、複数のマイクロ波生成モジュール、複数のマイクロ波エ
ネルギー放射器、複数の伝送経路、及び１つ又は複数の電力検出回路を含む。処理部は、
励磁信号周波数を示す１つ又は複数の第１の制御信号を生成し、かつ、１つ又は複数の位
相シフトを示す１つ又は複数の第２の制御信号を生成するように構成され、この励磁信号
周波数及び１つ又は複数の位相シフトは、パラメータ値の組み合わせの構成要素となる。
少なくとも１つのＲＦ信号発生器の各々は、第１の制御信号のうちの１つを受信するよう
に、かつ、励磁信号周波数によって特徴付けられる第１のＲＦ励磁信号を生成するように
、構成される。複数のマイクロ波生成モジュールの各々は、第２の制御信号のうちの１つ
を受信するように、かつ、第１のＲＦ励磁信号を受信するように、かつ、複数の第２のＲ
Ｆ励磁信号のうちの１つを生成するように構成され、第２のＲＦ励磁信号の各々は、第２
の制御信号のうちの受信した１つにおいて示される位相シフトが存在する場合にはこの位
相シフトによって、かつ、受信した第１のＲＦ励磁信号の励磁信号周波数によって、特徴
付けられる。複数のマイクロ波エネルギー放射器の各々は、マイクロ波生成モジュールの
うちの１つの出力部に結合され、かつ、第２のＲＦ励磁信号のうちの１つを受信するとと
もに、これに応答して、第２のＲＦ励磁信号の受信した１つに対応する電磁エネルギーを
空洞に放射するように構成される。複数の伝送経路は、複数のマイクロ波生成モジュール
を複数のマイクロ波エネルギー放射器に電気的に結合する。１つ又は複数の電力検出回路
の各々は、第２のＲＦ励磁信号が複数のマイクロ波エネルギー放射器に供給されている間
に、複数の伝送経路のうちの１つの伝送経路に沿って、反射ＲＦ電力の測定を行うように
構成される。処理部は、更に、反射ＲＦ電力測定値に基づいて反射電力示度を決定し、こ
の反射電力示度を記憶して、パラメータ値の組み合わせに対応する記憶された反射電力示
度を生成し、パラメータ値の複数の異なる組み合わせに対して第１及び第２の制御信号を
供給することを複数回繰り返して、複数の記憶された反射電力示度を生成するように構成
され、ここで、複数の記憶された反射電力示度の各々はパラメータ値の異なる組み合わせ
に対応し、処理部は、複数の記憶された反射電力示度に基づいてパラメータ値の許容可能
な組み合わせを特定し、加熱装置のメモリにパラメータ値の許容可能な組み合わせを記憶
するように構成される。
【００８９】
　本明細書に含まれる様々な図面に示されている接続線は、様々な要素間の例示的な機能
上の関係性及び／又は物理的な結合を表すことが意図されている。なお、主題の実施形態
では、多数の代替的な又は追加的な機能上の関係性又は物理的な接続が存在することがあ
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る。加えて、参照の目的のためにのみ、特定の用語を本明細書で使用することがあるが、
これは限定することを意図してはおらず、用語「第１の」「第２の」、及び構造を指す他
のそのような数値的用語は、状況により明示されていない限り、シーケンス又は順序を意
味してはいない。
【００９０】
　本明細書で使用する場合、「ノード」は、所与の信号、論理レベル、電圧、データパタ
ーン、電流、又は数量が存在する、任意の内部又は外部の基準点、接続点、接合部、信号
線、導体素子、等を意味する。更に、２つ以上のノードが、１つの物理的素子によって実
現されることがある（また、２つ以上の信号を、多重化する、変調する、又は、共通のノ
ードで受信された又は出力されたとしても区別することができる）。
【００９１】
　前述の説明は、互いに「接続された」又は「結合された」要素、ノード、又は特徴を指
す。本明細書で使用する場合、特に断りの無い限り、「接続された」とは、１つの要素が
別の要素に、必ずしも機械的にではなく、直接的に接合されている（又は直接的に通信し
ている）ことを意味する。同様に、特に断りの無い限り、「結合された」とは、１つの要
素が別の要素に、必ずしも機械的にではなく、直接的に又は間接的に接合されている（又
は直接的に若しくは間接的に通信している）ことを意味する。従って、図面に示された概
略図は要素の１つの例示的な構成を示すが、追加の介在する要素、装置、特徴、又は部品
が、図示された主題の実施形態中に存在することがある。
【００９２】
　少なくとも１つの例示的な実施形態を前述の詳細な説明において提示したが、非常に多
数の変形例が存在することは言うまでもない。この例示的な実施形態又は本明細書に記載
する実施形態は、特許請求対象の範囲、適用可能性、又は構成を限定することを全く意図
してはいないことを、理解されたい。むしろ、前述の詳細な説明は、説明した１つ又は複
数の実施形態を実施するための便利なロードマップを当業者に提供する。当然ながら、請
求項によって規定される特許請求の範囲から逸脱することなく、要素の機能及び構成につ
いて様々な変更を加えることができ、特許請求の範囲には、既知の均等物及びこの特許出
願の出願時点で予見可能な均等物を含む。
【符号の説明】
【００９３】
　１００…固体加熱システム、１１０…加熱用空洞、１１１…上部の空洞壁、１１２…底
部の空洞壁、１１３…側部の空洞壁、１１４…側部の空洞壁、１１５…背面部の空洞壁、
１１６…ドア、１２０…制御パネル、１３１…マイクロ波エネルギー放射器、１３２…マ
イクロ波エネルギー放射器、１３３…マイクロ波エネルギー放射器、１３４…マイクロ波
エネルギー放射器、１３５…マイクロ波エネルギー放射器、１３６…マイクロ波エネルギ
ー放射器、１８０…外部コンピュータ、２００…固体加熱システム、２１０…加熱用空洞
、２１２…負荷、２２０…ユーザインターフェース、２２２…データポート、２３０…マ
イクロ波エネルギー放射器、２３１…マイクロ波エネルギー放射器、２３２…マイクロ波
エネルギー放射器、２４０…ＲＦ信号発生器、２５０…マイクロ波生成モジュール、２５
１…マイクロ波生成モジュール、２５２…マイクロ波生成モジュール、２５４…可変移相
器、２５５…電力増幅器、２５６…接続部、伝送線、伝送経路、２５７…接続部、２５８
…接続部、２６０…電力検出回路、２６１…電力検出回路、２６２…電力検出回路、２６
３…接続部、２６４…接続部、２６５…接続部、２８０…処理部、２８６…電源及びバイ
アス回路、２８８…メモリ、２９０…温度／赤外線（ＩＲ）／重量センサ
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